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序   文 

 

タイ王国政府は、1992 年から国家情報技術委員会（NITC）を組織して、人材開発

を含めた情報技術政策を推進しています。 

同国の人材育成（教育分野）における IT諸政策は、マスタープランである「IT2000」

に基づいて展開されています。IT 分野に係る課題としては、情報通信インフラ、ネッ

トワーキング、教育用カリキュラムとコンテンツ（多様な教材）、人材、教育用ハード

ウェアとソフトウェアなどの不足が認識されています。このような状況を改善し、経済

社会基盤を強化していくには、IT リテラシー（利用能力）を有する人材を質と量の両

面から拡充することが必須であるとして、必要なカリキュラムやテキストを整備し、タ

イ語コンテンツの充実を図るとともに、教員の ITリテラシーを高めて ITを利用した新

たな教育手法を指導・普及させること、また、教育現場におけるネットワークやデータ

ベースの構築とコンテンツの作成や管理にかかわる人材を充実させ、IT を使用した新

たな教育手法の効果的な普及を図ることが重要であります。 

そこで、タイ王国政府は、すべての教育レベルにおける IT科目を核とするカリキュ

ラムの整備、教員のニーズに適合するソフトウェアの開発などが必要であるとして、日

本国政府に対し、「教育情報技術開発にかかわる人材育成」への協力が要請されました。 

我が国は、この要請を受け、2001年 2 月から 10 月にかけて短期調査団を 3 度派遣

し、要請の背景及び技術協力プロジェクト案件としての妥当性を確認し、プロジェクト

の基本計画及び投入計画などの詳細について協議を行いました。2001年 11月には実施

協議を行い、日本国・タイ王国双方の責任分担や具体的な技術移転内容などについて最

終的に合意した結果を討議議事録（R/D）及び協議議事録（ミニッツ）に取りまとめた

うえ、署名・交換を行いました。 

上述の経緯を経て、「タイ教育用情報技術開発能力向上プロジェクト」では、「プロジ

ェクトが教育訓練コース、Webによる教育訓練（WBT）開発、と広報活動を通じて促

進する主として初等・中等学校での ICT 適用法がモデル地域で普及する」ことを目的

として、2002年 3月から 3年間の協力を実施しておりました。 

本プロジェクトは本年 2月をもって終了することになっていたことから、昨年 11月

から 12月にかけて終了時評価調査を実施しました。本調査においては、これまでのプ

ロジェクトの実績及び実施プロセスを確認し、評価 5項目の観点から終了時評価を実施

し、プロジェクト終了までと終了後についての提言を行うとともに、今後のプロジェク

トに役立つ教訓を引き出し、これらについて協議を行い、結果をミニッツに取りまとめ、

署名・交換を行いました。 

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた両国の関係各位に対し深甚の謝意を

表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。 

 

2005年 3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 松岡 和久 
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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名： タイ 案件名： 教育用情報技術開発能力向上プロジェクト 

分野： 情報通信技術 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 社会開発部第二グループ情

報通信チーム 

協力金額（評価時点）：5 億 1,108 万円 

先方関係機関： 教育省、（大学省＊）、国立電子・コンピュー

タ技術センター  

（＊大学省は 2003 年 7 月に教育省に統合された） 

日本側協力機関： 文部科学省、経済産業省、鳴門教育大学、

京都教育大学等 

 

 

協力期間 

(R/D): 2002.3.1 ～2005.2.28 

(延長):  

(F/U) :  

(E/N)（無償）  

他の関連協力：  

1-1 協力の背景と概要  

 タイ国では、首相を委員長とする国家情報技術委員会を 1992 年から組織し、情報技術(ICT)政策を

推進するとともに、教育改革を実施し、人材育成に注力している。情報技術リテラシー（利用能力）

を有する人材を量と質の面から拡充するためには、必要なカリキュラムやテキストを整備し、タイ語

コンテンツの充実を図るとともに、教員の IT リテラシーを高めて IT を利用した新たな教育手法の効

果的な普及を図ることが必要とされていた。 

 こうした状況下、タイ政府はわが国に対し、平成 13 年度案件として教育情報技術開発にかかる人材

育成の技術協力プロジェクトを要請してきた。その後、要請の背景、案件の妥当性、協力内容につい

て確認し、平成 14 年 3 月から 3 年間の予定で「タイ教育用情報技術開発能力向上プロジェクト」を開

始した。 

 

1-2 協力内容 

(1) 上位目標 

プロジェクトによって提唱された認定制度による教育訓練コースの実施と新しいアプローチによる

教育活動の促進が教育省の ICT マスタープラン達成に向けて拡大する 

(2) プロジェクト目標 

プロジェクトが教育訓練コース、Web による教育訓練（Web-Based Training）開発、と広報活動を通

じて促進する主として初等・中等学校での ICT 適用法がモデル地域で普及する 

(3) 成果 

1) ITEd プロジェクトによるターゲットグループを対象としたモデル認定制度および教育におけ

る WBT 利用方法が確立/明確化され広報される 

2) バンコクセンターが認定制度運営の計画、調整、支援組織として機能する 

3) 実務的かつ効果的な標準化された教育訓練コースが整備され更新される 

4) 5 カ所の生涯教育センター（NFEC）が確立された実務的かつ効果的認定訓練コースを実施する

5) バンコクセンターが NECTEC と共同で WBT 教材を作成する能力を有する 

(4) 投入（評価時点） 

日本側： 

 長期専門家派遣      4 名  JOCV隊員派遣：  4 名 

 短期専門家派遣     30 名  機材供与（ローカルコスト負担含む） 3.88 億円 

 研修員受入       36 名  

相手国側： 

 カウンターパート配置  53 名  ローカルコスト負担（機材購入含む） 8,035 万バーツ 

 土地・施設提供           

 ２. 評価調査団の概要 

 調査者 団長・総括：   飛田賢治  JICA 社会開発部第二グループ情報通信チーム長 

教育への IT 活用： 篠原文陽児 東京学芸大学教育学部総合教育科学系・大学院教授 

評価分析：    道順 勲  中央開発（株） 

IT 技術評価：   竹井 誠  （株）パンテル・インターナショナル 

協力企画：    市川麻里  JICA 社会開発部第二グループ情報通信チーム 

 

調査期間  2004 年 11 月 21 日～2004 年 12 月 10 日 評価種類：終了時評価 
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３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

 本プロジェクトは、大きく分けて、3000 人の教員に対する IT 活用能力向上のための 3種類の研修コ

ースと WBT 教材の開発・普及がある。研修コースの概要は、次のとおりで、2004 年 9 月には、目標

の 3,000 人を達成した。 

• コース A： ワード、エクセル、インターネットの使い方を学ぶ初級者向けコース 

• コース B： マルチメディア教材作成能力を身につけるコース（パワーポイント等のプレゼンテ

ーション用のソフトウェア利用能力やホームページ作成能力を身につけるコース）

• コース C： コンピュータネットワークシステム管理の能力を身につけるコース 

 WBT 教材の開発については、4種類作る計画で、現在までに 1種類が完成し、残り 3種類はプロジ

ェクト終了時までに完成する予定である。活用は、プロジェクト終了後となり、教育省に任される。
 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：  

 プロジェクト目標は、タイの政策、特に教育省の ICT マスタープラン（2004-2006 年）の目的と、初

等学校・中等学校の教員の ICTニーズと整合性があり、ターゲットの規模も妥当である。JICA のタイ

国に対する協力方針にも沿っている。妥当性は高いと言える。 

（２）有効性：  

 プロジェクト目標はほぼ達成されており、アウトプットの達成がプロジェクト目標の達成に良く貢

献していることから有効性は高いと言える。 

（３）効率性：  

短期専門家の投入時期、一部機材の投入については必ずしも適切であったとは言えないものがある

ものの、カウンターパートへの技術移転はほぼ良好に実施されている。ある程度の効率性は確保され

ていると思われる。 

（４）インパクト：  

教育省が現在検討している「ICT 利用に関わる行動計画」が承認され、実施されれば、上位計画達

成に向けての活動が継続すると期待できる。このほか、教育省基礎教育局の予算を使用して学校の教

員以外にも対象に研修コースが実施されたこと（計 200 人）、本プロジェクトの研修を受講した教員が

同僚の教員に学習したことを伝達していること、そしてチェンマイの生涯教育センターで今後、セン

ターの職員 200 人を対象に研修コースを実施する計画が立てられたことなどが、インパクトとして上

げられる。 

 

（５）自立発展性 

1)  政策面：  

教育省は ICT における教員開発に係る行動計画案を作成中である。本プロジェクトの研修コース B

と C がその行動計画の中に取り入れられる予定である。したがって、本プロジェクトは、教育省に良

く認識され、ある程度の政策的自立発展性があると判断できる。 

2)  財政面：  

既述の行動計画案は準備段階であり教育省による承認が必要とされる。教育省基礎教育局の担当職

員の説明によれば、鼓動計画の中の研修コース B と C に関するプロジェクトコンポーネントに対して

2005 年度は 1,500 万バーツの予算を予定している。財政的自立発展性は、この行動計画案が採択され

るかどうか、予算が計上されるかどうかに左右される。 

3)  技術面：  

 バンコクセンターの技術カウンターパート並びに５カ所の NFEC の技術カウンターパートのほとん

どが、必要な知識と技能を身につけている。また、それらのカウンターパートは、他の人に技術移転

する能力も身につけている。行動計画が実施に移されれば、NFEC の技術カウンターパートは、行動

計画で実施される研修コースのインストラクターを努める 80 カ所の教育区（Educational Service Areas: 

ESAs）のスタッフを、育成する役割を受け持つこととなる。すなわち、本プロジェクトでバンコクセ

ンターや NFEC の技術カウンターパートに移転された知識・技術は、80 カ所の ESAs の新インストラ

クターに移転されることになる見込みである。したがって、技術的自立発展性は高いものになること

が期待される。 
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３-３ 効果発現に貢献した要因 

タイ側の当事者意識が徐々に向上してきたことが、本プロジェクトの自立発展性の確保に向けて大

きく貢献している。中間評価実施後、日本人専門家の働きかけもあって、本プロジェクトの成果を全

国的に拡大させようという気持ちが教育省幹部の間で出始めた。そのことが、2004 年 4 月以降のフィ

ージビリティー調査を実施、そして行動計画案作成へとつながった。このことで、本プロジェクトの

自立発展性が確保されることへとつながってきている。当事者意識の向上が、自立発展性に非常によ

い影響を与えたと判断できる。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

当初計画では、計画の枠組みは作成されているものの、具体的な活動スケジュールは作られていな

かった。具体的な活動やスケジュールが決まっていないにもかかわらず、プロジェクト開始前に機材

の仕様や数量が決められ、短期専門家の派遣時期も決められていた。そのため、使用頻度の少ない機

材の発生やタイ側にとって都合の悪い時期に短期専門家が派遣されるなどの問題点を生じさせた。 

 

３-５ 結論 

 本プロジェクトは、タイ政府の開発政策と初等学校・中等学校の教員の ICT ニーズとの整合性があ

り、またわが国の援助方針との整合性もある。プロジェクト目標は、その大半を達成しつつある。そ

して、本プロジェクトにより発現したインパクトもある。自立発展性に関しては、現在、教育省が準

備している行動計画が実施に移されれば、政策的、財政的、技術的な自立発展性が確保されるものと

期待される。 

本プロジェクトは、プロジェクト期間中にその目標をほぼ達成すると言える。したがって、合同評

価チームは、本 JICA 協力は予定通り 2005 年 2 月 28 日に終了するものであるとの結論に至った。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

3-6-1 残りのプロジェクト期間の活動に対する提言 

 研修コース C のカリキュラム・内容の仕上げとコース C を担当するインストラクターの能力向上を

図ること、そして残り 3種類の WBT 教材の完成をプロジェクト終了時までに終えること。 

3-6-2 プロジェクト終了後についての提言 

(1) 研修コース A、B、C を担当する者（インストラクター）が留意すべき点は、1)研修参加者の日常

生活に関わる実際の状況や環境を含んだ事例を利用すること、2)研修参加者の教える技能の向上意

欲を高めること、3)研修参加者が日常の教育活動で抱えている教育問題の統合化を試みること、4)

研修受講経験者の中から経験豊富な人をインストラクター補助として招くこと。 

(2) インストラクターは、研修コース A、B、C 用のテキストやワークブックなどの教材を、各地域の

実情に合わせることに留意しつつ利用すること。 

(3) できるだけ同じ水準の知識・技能を持つ参加者を選定すること。 

(4) 「研修コース修了証」授与は、例えば、研修終了後にある一定時間の自習を行うことを参加者に

義務づけるといった条件を設けること。 

(5) WBT 教材については、通信インフラの整備進捗に応じて、CD-ROM での配布、あるいはブロード

バンドの利用など、適切な方法を選ぶこと。 

(6) タイ教育省が作成を進めている行動計画が実施に移された場合には、本プロジェクトの研修コース

を受講した教員を活用すること。 

３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管

理に参考となる事柄） 

(1) プロジェクト開始時には詳細な活動計画を作成する必要がある。そうであれば、短期派遣日本人

専門家の派遣のタイミングや機材の仕様等がより整合性のあるものになったであろう。 

(2) プロジェクトに、いろいろな機関・部署が関わる場合には、それら関係機関・部署それぞれの役

割を明確にすることと参画を確保することが必要である。 

(3) プロジェクトの問題点を指摘し、プロジェクトの残り期間の活動を修正するためには、適切かつ

詳細な中間評価を実施することが重要である。 

(4) 地方５サイトのうち、２サイトの機材をタイ側が準備することとしたことにより、タイ側の主体

性を確保できた。 
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第１章 終了時評価の概要 

 

１－１ 調査団派遣の目的 

本プロジェクトについては、2005 年 2 月末をもって終了する予定であることから、PDM

（Project Design Matrix）に沿い、プロジェクトの実績、実施プロセスを調査し、相手側機関と

合同でプロジェクト目標等の達成状況を確認するとともに、評価５項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェクトの実施結果を評価する。特に、①情報技

術の移転状況の評価及び投入された機材、情報技術の今後の活用方策の検討、②教育の観点から

の本プロジェクトの評価及びタイの基礎教育において ICT が有効活用されるための方策の検討、

③プロジェクトの期間終了後、タイが独自でプロジェクトの成果を普及するために必要な事項の

協議を重点的に行い、これらの結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換する。また、プロジェ

クト形成時の課題についても考察を行い、今後の教訓として取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

本調査団は、団長をはじめとし、教育への IT活用、評価分析、IT技術評価を担当する以下の

5名で構成された。 

 

氏 名 担 当 所  属 
飛田 賢治 団長・総括 独立行政法人国際協力機構 社会開発部 

第二グループ 情報通信チーム長 

篠原 文陽児 教育へのIT活用 東京学芸大学 教育学部 総合教育科学系・大学院 
教授 

道順 勲 評価分析 中央開発株式会社 海外事業部 
農業開発グループ課長 

竹井 誠 IT技術評価 株式会社パンテル・インターナショナル 取締役 

市川 麻里 協力企画 独立行政法人国際協力機構 社会開発部 
第二グループ 情報通信チーム 

 

調査日程は、平成16年11月21日（団長・総括、教育へのIT活用、協力企画担当の団員につ

いては、11月28日）から12月10日までの20日間となっている。詳細な日程は、別紙１のと

おりとなっている。 

 

１－３ 終了時評価調査日程 

終了時評価調査は、以下の日程で進められた。 

 
日順 月 日 曜日  団長 評価分析 技術移転 教育へのIT活用 協力企画

AM    
１ 

11月21日 日 

PM  バンコク着  

AM  JICAタイ事務所打合せ 

長期専門家チームとの打合せ 

 

２ 

11月22日 月 

PM  タイ側評価チームとの打合せ  

AM  チェンマイへ移動 

（TG102 / 8:15～9:25） 

 

３ 

11月23日 火 

PM  チェンマイサイト調査  
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（施設見学、NFEC のC/P イ

ンタビュー） 

AM  チェンマイサイト調査 

（学校訪問による校長、教育訓

練コース受講経験者インタビ

ュー） 

 

4 

11月24日 水 

PM  バンコクへ移動 

（TG113 / 15:15～16:25） 

 

AM  チョンブリサイト調査 

（施設見学、NFEC のC/P イ

ンタビュー） 

 

5 

11月25日 木 

PM  チョンブリサイト調査 

（学校訪問による校長、教育訓

練コース受講経験者インタビ

ュー） 

 

AM  バンコクサイト調査 

（施設見学、長期専門家インタ

ビュー） 

 

6 

11月26日 金 

PM  バンコクサイト調査 

（C/Pインタビュー） 

 

AM  資料、データ整理  
7 

11月27日 土 

PM  資料、データ整理  

AM 成田発 実績表作成、報告書案作成 成田発 
8 

11月28日 日 

PM バンコク着 実績表作成、報告書案作成 バンコク着 

AM JICAタイ事務所打合せ、長期専門家チームとの打合せ、JOCVインタビュー
9 

11月29日 月 

PM タイ側評価チームとの打合せ 

AM コラート（ナコンラチャシマ）サイト調査 

（施設見学、NFECのC/Pインタビュー） 
10 

11月30日 火 

PM コラート（ナコンラチャシマ）サイト調査 

（学校訪問による校長、教育訓練コース受講経験者インタビュー） 

AM 長期専門家チームとの打合せ 

11 

12月 1日 水 

PM 協議１（日本・タイ側投入、活動、成果、プロジェクト目標、上位目標の達成

状況の確認） 

AM 協議２（Action Planに関する議論、実施プロセスの確認） 
12 

12月 2日 木 

PM 協議３（注目すべき事項に関する議論） 

AM 管理C/Pに対するインタビュー 
13 

12月 3日 金 

PM 協議４（評価５項目に沿った評価） 

AM ミニッツ案、合同報告書案作成 
14 

12月 4日 土 

PM ミニッツ案、合同報告書案作成 

AM ミニッツ案、合同報告書案作成 
15 

12月 5日 日 

PM ミニッツ案、合同報告書案作成 

AM ミニッツ案、合同報告書案作成 
16 

12月6日 月 

PM ミニッツ案、合同報告書案作成 

AM 協議５（提言、教訓について議論） 
17 

12月7日 火 

PM 協議６（技術移転等について議論） 

AM 長期専門家チームとの打合せ 
18 

12月8日 水 

PM 合同報告書最終案の作成 

AM ミニッツの署名・交換 
19 

12月9日 木 

PM TICA訪問、日本大使館訪問、JICAタイ事務所報告 

AM バンコク発 
20 

12月10日 金 

PM 成田着 
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１－４ 主要面談者 

今回の終了時評価調査にあたっての主要面談者は、以下のとおりである。 

 

１ 日本側 

(1) プロジェクト長期専門家 
 合田 ノゾム チーフアドバイザー 

 浦本 寛史 テクニカルコーディネーター 

 河原 あゆみ テクニカルコーディネーター 

 

(2)  JICAタイ事務所職員 

 佐藤 幹治 所長 

 木全 洋一郎 所員 

 福原 一郎 所員 

 

(3)  青年海外協力隊員 

 岡野 恒久 ナコンラチャシマ NFEC 

 藤田 紀子 ラチャブリ NFEC 

 熊木 弘昭 チョンブリ NFEC 

 

２ タイ側 

(1)  教育省 (Ministry of Education) 

 Dr. Sukhum Moonmuang Head of the Monitoring and Evaluation Group, Bureau of 
Policy and Strategy, Office of the Permanent Secretary 

 Dr. Narongsak 
Boonyamalik 

Bureau of Policy and Strategy, Office of the Permanent 
Secretary 

 Mr. Chantarat Cotkam Bureau of Policy and Strategy, Office of the Permanent 
Secretary 

 Ms. Orachart Suebsith Expert attached to the Bureau of International Cooperation, 
Office of the Permanent Secretary 

 Mr. Pongtorn Popoonsak Educator, Planning Division, Office of the Non-Formal 
Education Commission, Office of the Permanent Secretary 

 Mr. Keartisak Sensai Director, Bureau of Information and Communication 
Technology, Office of the Permanent Secretary 

 Mr. Satien Usaha Educator, Bureau of Information and Communication 
Technology, Office of the Permanent Secretary 

 Dr. Rangsun 
Wiboon-Uppatum 

Bureau of Information and Communication Technology, Office 
of the Permanent Secretary 

 Mr. Bumrung Chab-lam Bureau of Information and Communication Technology, Office 
of the Permanent Secretary 

 Ms. Sunanta Sridakul Bureau of Information and Communication Technology, Office 
of the Permanent Secretary 

 Dr. Suwat Suktrisul Director, Bureau of Technology for Teaching and Learning, 
Office of the Basic Education Commission 

 Ms. Jutamas 
Chevitsopon 

Bureau of Technology for Teaching and Learning, Office of the 
Basic Education Commission 

 Ms. Tippawan 
Tiengthawati 

Deputy Director of NFEC (Non-Formal Education Center) 
Chiang Mai 

 Mr. Wirat Kongdee Leader, Course Implementator, NFEC Chiang Mai 
 Ms. Niramon Boonchoo Course Implementator, NFEC Chiang Mai 
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 Ms. Rachanee Somboon Course Implementator, NFEC Chiang Mai 
 Mr. Vimol Vatana Director of NFEC Songkla 
 Mr. Kasem Rujirek Leader, Course Implementator, NFEC Songkla 
 Mr. Nipan Sookkho Course Implementator, NFEC Songkla 
 Mr. Preedee Nuanpradit Course Implementator, NFEC Songkla 
 Mr. Surachate 

Shontarakon 
Course Implementator, NFEC Songkla 

 Ms. Wilairak 
Rotchanasrirat 

Deputy Director of NFEC Nakhon Ratchasima 

 Mr. Nikon Getgoman Leader, Course Implementator, NFEC Nakhon Ratchasima 
 Mr. Wichai Singmai Course Implementator, NFEC Nakhon Ratchasima 
 Ms. Phimsuda 

Arayasomphe 
Course Implementator, NFEC Nakhon Ratchasima 

 Ms. Suwanna Natkyatok Course Implementator, NFEC Nakhon Ratchasima 
 Mr. Chamnan 

Jamchamras 
Director of NFEC Chonburi 

 Ms. Kaewta Boonthai Course Implementator, NFEC Chonburi 
 Ms. Jaratsri Huajai Course Implementator, NFEC Chonburi 
 Mr. Thanawithaya 

Thonsalee 
Deputy Director of NFEC Ratchaburi 

 Mr. Pairoj Kuntong Leader, Course Implementator, NFEC Ratchaburi 
 Mr. Wichoke 

Chutiwaracharoenchai 
Course Implementator, NFEC Ratchaburi 

 Mr. Thiti Boonyos Course Implementator, NFEC Ratchaburi 

 

(2)  National Electronics and Computer Technology Center (NECTEC) 
 Mr. Ponchai 

Tummarattananont 
Staff 

 Mr. Rachabodin 
Suwannacunti 

Staff 

 

(3) Thailand International Development Cooperation Agency (TICA), Ministry of Foreign 

Affairs 
 Ms. Panorsri Kaewlai Director, External Cooperarion Division II 
 Mr. Voravud Tomon External Cooperarion Division II 

 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

１－５－１ プロジェクトの背景 

タイでは、首相を委員長とする国家情報技術委員会（NITC=National Information Technology 

Committee）を 1992 年から組織しており、人材開発を含めた情報技術（ICT=Information 

Communication Technology）政策を推進している。さらに、義務教育の延長や高等教育の拡大

をはじめとする教育改革を推進しており、経済社会基盤強化の基礎としての人材育成に注力して

いる。 

人材育成（教育分野）におけるICT諸施策は、NITCが1996年に策定したマスタープランで

ある「IT2000」に基づいて展開されており、一定の方向性が示されているところであるが、課題

として、情報インフラ、ネットワーキング、教育用カリキュラムとコンテンツ（多様な教材）、

人材、教育用ハードウェアとソフトウェアなどの不足が認識されている。 
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現状を改善し、経済社会基盤を強化していくには、情報技術（IT=Information Technology）

リテラシー（利用能力）を有する人材を質と量の両面から拡充することが必須である。このため

には、必要なカリキュラムやテキストを整備し、タイ語コンテンツの充実を図るとともに、教員

のITリテラシーを高めてITを利用した新たな教育手法の効果的な普及を図ることが重要である。 

先の現状認識から、タイ政府は、(1) すべての教育レベルにおいて IT 科目を核となるカリキ

ュラムとするよう奨励、(2) 定期的なカリキュラムの開発と調整、(3) 教育者（教員）ニーズに

適合するソフトウェア開発の支援、(4) 教師・生徒・学校管理者による「ユーザー・フレンドリ

ー」なソフトウェアの開発、(5)（特に地方における）学習者ニーズに適合するコンテンツ開発、

(6) ソフトウェア標準の確立を重点課題にしている。 

こうした状況下、タイ政府は日本政府に対し、平成 13（2001）年度案件として「教育情報技

術開発にかかわる人材育成」への協力を要請してきた。 

この要請を受け、我が国は平成13（2001）年2月から10月にかけて短期調査団を3度派遣し、

要請の背景及び技術協力プロジェクト案件としての妥当性を確認し、協力内容についての協議を

行った。平成13（2001）年11月には実施協議を行い、平成14（2002）年3月から3年間の予

定で「タイ教育用情報技術開発能力向上（ITEd=Information Technology for Education）プロ

ジェクト」を開始している。 

 

１－５－２ プロジェクトの内容 

本プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果については、以下のとおりとなっている。 

 

(1) 上位目標 

プロジェクトによって提唱されたモデル認証方式による教育訓練コースの実施と新しいアプ

ローチによる教育活動の促進が教育省のICTマスタープランの達成に向けて拡大する。 

 

(2) プロジェクト目標 

プロジェクトが教育訓練コース、web による教育訓練（WBT=Web-Based Training）開発と

広報活動を通じて促進する主として初等・中等学校でのICT適用法がモデル地域で普及する。 

 

(3) 成果 

① ITEdプロジェクトによるターゲット・グループを対象としたICT訓練のモデル認証方式

及び教育におけるWBT利用方法が確立・明確化され広報される。 

② バンコクセンターが認証方式運営の計画、調整、支援組織として機能する。 

③ 実務的かつ効果的な標準化された教育訓練コースが整備され更新される。 

④ 5か所の生涯教育センター（NFEC=Non-Formal Education Center）が確立された実務

的かつ効果的な認証教育訓練コースを実施する。 

⑤ バンコクセンターが国立電子コンピュータ技術センター（NECTEC=National 

Electronics and Computer Technology Center）と共同でWBT教材を作成する能力を有

する。 

 

本プロジェクトの実施体制は、タイ教育省の教育情報管理システムセンター

（EMISC=Educational Management Information Center, Ministry of Education）から機能を

移管されたタイ教育省情報通信技術局（Bureau of Information Communication Technology）を
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窓口として、教育省（MOE=Ministry of Education）、大学省（MUA=Ministry of University 

Affairs、現在は教育省と合併）、NECTECを実施機関としている。タイ教育省内にプロジェクト

サイトの一つであるバンコクセンターを設置しており、ここでは主に、初等中等教育の教員が授

業において ICT を活用できるように研修するための教育訓練コース設計、授業に活用できる

WBT 教材の開発等を実施している。地方モデル都市は、チェンマイ、ナコンラチャシマ、ソン

クラ、チョンブリ、ラチャブリとなっており、これらの都市にある生涯教育センター（NFEC）

において、初等中等教育の教員を対象としてバンコクセンターにおいて開発された教育訓練コー

スを実施している。 

上記を踏まえ、本プロジェクトでは、長期専門家としてチーフアドバイザー1名、テクニカル・

コーディネーター2名を派遣しており、また、IT訓練認証制度の開発、情報システム設計・管理、

ネットワーク設計・管理、WBT 教材開発のための短期専門家の派遣も実施している。また、技

術移転に必要な供与機材として、平成 13（2001）年度に、サーバー、パソコン、ネットワーク

構成機器、関連ソフトウェア等をバンコクセンター、チェンマイ、ナコンラチャシマ、ソンクラ

の４か所のNFECに導入している。 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２−１ PDMについて 

プロジェクトのPDM については、平成 13（2001）年 11 月のR/D 署名・交換の際に策定され

たものから、平成14（2002）10月20日から10月31日にかけて実施された運営指導調査の結果

を踏まえ、プロジェクト対象地域にチョンブリ、ラチャブリの生涯教育センター（NFEC）の追加、

長期専門家の1名増員等につき修正を加え、平成15（2003）年2月に第一回目の改訂が行われた。 

その後、平成15（2003）年11月4日から11月22日にかけて実施された中間評価調査を受け、

プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果、プロジェクトの活動につき見直しを行い、平

成16年（2004）年8月に第二回目の改訂が行われた。 

今回の終了時評価においては、評価用 PDM（PDMe）を作成せずに、第二回目の改訂を行った

最新のPDMをそのまま評価に使用することとする。最新のPDMの英語版は別紙２、日本語版は

別紙３のとおりである。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

２－２－１ 主な調査項目 

(1) 実績確認と実施プロセスの把握 

① 日本・タイ双方の投入、プロジェクトの活動実績、プロジェクトの成果、プロジェクト目標、

上位目標の具体的な達成度合いを確認する。 

② 運営・管理状況、活動状況、カウンターパートへの技術移転方法を中心にプロジェクト協力

期間中の実施プロセスについて把握する。 

 

(2) 評価5項目による評価 

上記(1)で確認されたプロジェクトの実績及び実施プロセスについて、以下の 5 つの観点（「評価

5項目」）から評価を行う。評価に使用する評価グリッド（案）は、付属資料3のとおりである。 

① 妥当性 

② 有効性 

③ 効率性 

④ インパクト 

⑤ 自立発展性 

 

(3) 阻害・貢献要因の総合的検証 

プロジェクト目標及び成果の達成に貢献した要因及び達成を阻害した要因を調査・分析する。 

 

(4) 特に検討すべき事項 

① 情報技術の移転状況と投入機材、これら情報技術と機材の今後の活用方策 

② 教育の観点からの評価とタイの基礎教育におけるICT活用に向けた課題と提言 

③ タイ側における今後の取組に関する検証 

・ プロジェクト成果の全国展開に向けた体制について 

・ プロジェクトを展開した組織、投入機材、カウンターパート人材、プロジェクト成果品等

の成果の普及への今後の活用について 
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・ JICAの今後の協力について 

 

(5) 総括（結論） 

上記評価5項目による評価結果を受けて、プロジェクトの総合判定を行う。 

 

(6) 教訓及び提言 

① 上記結論に基づき、プロジェクト及びタイ側政府関係者に対し、提言や助言を行う。 

② 上記結論に基づき、実施中の他の類似プロジェクトや将来開始されるプロジェクトの発掘・

形成に参考になる事柄を取りまとめる。 

 

２－２－２ 主な調査項目 

(1) 文献資料調査 

本プロジェクトの半期報告書、活動実績報告、投入実績報告、プロジェクト計画管理諸表及びタ

イ教育省が平成15（2003）年2月に策定した ICTマスタープラン、また、プロジェクトで開発し

た教育訓練コースを受講した初等中等教育の教員を対象として、プロジェクトが実施しているモニ

タリング報告などから必要な情報を収集する。 

 

(2) 質問票による調査 

事前に質問票を作成の上、プロジェクトの長期専門家、バンコクセンター及び5つの地方のNFEC

のカウンターパート、青年海外協力隊（JOCV）あてに配布し、情報収集を行う。また、訪問しな

いソンクラ、ラチャブリについては、プロジェクトが開発した教育訓練コースを受講した教員が勤

務する学校の校長に対しても質問票による調査を行う。 

 

(3) 直接観察 

バンコクセンター、チェンマイ、チョンブリ及びナコンラチャシマの3か所のNFECを訪問し、

機材、研修コース用教材、WBT 教材の確認を行う。また、プロジェクトにおいて開発した教育訓

練コースを受講した教員が勤務する学校を訪問する。 

 

(4) インタビュー調査 

バンコクにおいて、タイ教育省幹部、バンコクセンターのカウンターパートに対してインタビュ

ー調査を行う。また、チェンマイ、チョンブリ及びナコンラチャシマの 3 か所の地方の NFEC に

おけるカウンターパート、海外青年協力隊（JOCV）にインビュー調査を行うとともに、教育訓練

コースを受講した教員、教員が勤務する学校の校長に対してのインタビュー調査も実施する。 

 

２−３ タイ側評価チームの構成 

今回の終了時評価調査にあたってのタイ側評価チームの構成は、以下のとおりである。 

 

Ms. Mandhana Sangkhakrishna Deputy Permanent Secretary, Ministry of Education 

Dr. Sukhum Moonmuang Head of the Monitoring and Evaluation Group, Bureau of Policy 

and Strategy, Office of the Permanent Secretary, Ministry of 
Education 
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Dr. Narongsak Boonyamalik Bureau of Policy and Strategy, Office of the Permanent Secretary, 

Ministry of Education 

Mr. Chantarat Cotkam Bureau of Policy and Strategy, Office of the Permanent Secretary, 
Ministry of Education 

Ms. Orachart Suebsith Expert attached to the Bureau of International Cooperation, Office 
of the Permanent Secretary, Ministry of Education 

Mr. Pongtorn Popoonsak Educator, Planning Division, Office of the Non-Formal Education 

Commission, Office of the Permanent Secretary, Ministry of 
Education 

Mr. Keartisak Sensai Director, Bureau of Information and Communication Technology, 
Office of the Permanent Secretary, Ministry of Education 

Mr. Satien Usaha Educator, Bureau of Information and Communication Technology, 

Office of the Permanent Secretary, Ministry of Education 

Dr. Rangsun 

Wiboon-Uppatum 

Bureau of Information and Communication Technology, Office of the 

Permanent Secretary, Ministry of Education 

Ms. Sunanta Sridakul Bureau of Information and Communication Technology, Office of the 

Permanent Secretary, Ministry of Education 

Dr. Suwat Suktrisul Director, Bureau of Technology for Teaching and Learning, Office of 
the Basic Education Commission, Ministry of Education 

Ms. Jutamas Chevitsopon Bureau of Technology for Teaching and Learning, Office of the Basic 
Education Commission, Ministry of Education 

 

なお、タイ側評価チームは、2004年12月1日から12月7日まで日本側調査団と協議を行い、

合同評価報告書の作成に協力した。 
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第３章 調査結果 

 

３－１ プロジェクトの実績 

３－１－１ 投入の実績について 

(1) 日本側の投入 

1) 日本人専門家の派遣 

累計 4 名の長期専門家が派遣された。長期専門家の専門分野は、チーフアドバイザー（計 2

名）、テクニカル・コーディネーター、テクニカル・コーディネーター（教育分野）である。人

数と派遣期間は計画通りである。この他、プロジェクトの円滑な進捗を図るため 30 名の短期

専門家が派遣された（詳細は、ミニッツの添付資料2参照のこと）。 

 

2) カウンターパートの日本での研修 

計36名が、日本でのカウンターパート研修を受講した。当初計画では、年間0～3名の研修

受け入れ（3 年間で最大 9 名）であったことと比較するとかなり多い人数となっている（当初

計画の4倍以上の人数）。（詳細は、ミニッツの添付資料3参照のこと）。 

なおこの他に、日本での研修ではないが、マレーシアでの IT マネージメントに関する会議

やフランスでの ICTフォーラムへの参加実績もある。 

 

3) 機材供与  

日本側は、カリキュラム開発、研修コース実施、移動コース用等のための機材を供与した。

供与機材は、バンコクセンターと3カ所のNFEC (チェンマイ、ナコンラチャシマ、ソンクラ)

に配置された（機材リストは、ミニッツの添付資料４参照のこと）。 

 

4) 日本側負担経費 

日本側は、調査団派遣、専門家派遣、機材調達、現地コンサルタント契約、プロジェクト活

動のために5.11億円の経費を支出した（機材調達、現地コンサルタント契約、プロジェクト活

動に係る経費の詳細は、ミニッツの添付資料5参照のこと）。 

 

5) JOCV隊員の派遣 

本プロジェクトの研修コース実施を支援するため、各NFEC (チェンマイ、ナコンラチャシ

マ、ソンクラ、ラチャブリ、チョンブリ) に 1 名の JOCV 隊員が派遣された。（詳細は、ミニ

ッツの添付資料6参照のこと） JOCV隊員の派遣は、本プロジェクトに対し全般的に良い効

果をもたらしている。  

 

(2) タイ側の投入 

1) カウンターパートの配置 

プロジェクト期間を通じ、累計 53 名のカウンターパートが配置された。配置されたカウン

ターパートは次の 4 つに区分されている。それは、1)業務部門のカウンターパート、2)バンコ

クセンターの技術カウンターパート、3)NFECの技術カウンターパート、4)JOCV隊員の技術

カウンターパート（NFEC）である。各区分別のカウンターパートの人数は、下表の通りであ

る。カウンターパートの氏名などの詳細はミニッツの添付資料7を参照のこと。  
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 プロジェクト期間中に配置さ

れた人数の累計（人） 
現在、配置されているカウ

ンターパートの人数（人）

1) 業務部門のカウンターパート 22 14 

2) バンコクセンターの技術カウンターパー

ト 

10 9 

3) NFECの技術カウンターパート 10 9 

4) JOCV隊員の技術カウンターパート 11 8 

計 53 40 

（注： 配置されたカウンターパートのうち、7名が定年退職あるいは自発的な退職をし、6名は他の部署等へ移動

した。）  

 

2) 予算支出 

タイ側は、累計80.35百万バーツの予算を本プロジェクトに対し支出した。その予算項目に

は、給与・手当、光熱費、機材調達費、コンピュータネットワークのメンテナンス経費が含ま

れる（詳細は、ミニッツの添付資料8と9を参照のこと）。 

 

3) 建物、部屋の提供と機材調達 

タイ側は、バンコクセンターの施設（事務所スペース、開発及び研修用の部屋など）、5カ所

のNFECの研修室、バンコクセンターと5カ所のNFEC間の接続（専用線）等、を提供した。

また、２カ所の NFEC 用（ラチャブブリとチョンブリ）の機材を調達した（詳細は、ミニッ

ツの添付資料10参照のこと）。 

 

３－１－２ アウトプットの達成度について 

PDMに記載されている各アウトプットの達成度は次の通りである。 

 

(1) アウトプット 1： ITEd プロジェクトによるターゲットグループを対象としたモデル認

定制度および教育におけるWBT利用方法が確立/明確化され広報される。 

 

指標： ICT訓練の認定制度と教育におけるWBT利用が関連する機関と人々によく認識さ

れる。 

 

「ITEd プロジェクトによるターゲットグループを対象としたモデル認定制度」の意味する

ところは、本プロジェクトの3種類の研修コースのことである。当初計画では日本側は、能力

認定制度あるいは資格制度の構築を考えていて、そのため認定制度という言葉を使った。しか

し、実際にはタイ側はそのような制度の構築を望まず、単に研修修了者に修了証書を渡す研修

コースの構築になった。中間評価時にPDMを修正を行ったものの、言葉としては残ってしま

った。  

研修コースには、コースA、コースB、コースCがある。研修対象者は、主としてチェンマ

イ、ナコンラチャシマ、ソンクラ、ラチャブリ、チョンブリの初等学校及び中等学校の教員で

ある。移動研修コースもあり、このコースでは、遠隔地域の学校の教員を対象にしている。な

お、移送研修コースの研修内容はコースAと同じである。 
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各研修コースの概要（詳細は、ミニッツの添付資料11を参照のこと） 

 コースA 移動研修コース コースB コースC 

コース名称 ITリテラシー ITリテラシー 
Information 
Delivery 

システム  
マネージメント 

目的 

ワード、エクセル、

インターネットの利

用。 
（初心者コース） 

ワード、エクセル、

インターネットの利

用。 
（初心者コース）

マルティメディア

教材の製作 
コンピュータ・ネット

ワーク・システムの管

理 

研修期間 
5日間 

(30時間) 
5日間 

(30時間) 
10日間 

(60時間) 
10日間 

(60時間) 

定員 20人 20人 20人 10人 

 

すでに2004年9月末時点で、主として初等学校・中等学校の教員3,000 人が上記4種類の

研修コースを受講した。NFECのカウンターパートから聞いたところによれば、研修コースへ

の参加希望者が多数あり、時にはコース定員の10倍にも上るとのことである。また本調査で、

研修を受講した教員が勤務する学校の校長にも聞き取りを行ったところ、校長は本プロジェク

トの研修コースAとBについて良く認識し、高く評価していた。したがって、本プロジェクト

が実施している研修コースAとBについては、関係者に良く認識されていると判断する。 

 

コースCに関しては、これまでに2回実施され、研修受講者数は計20人である。したがっ

て、関係者の研修コースCに対する認識を測ることは時期尚早であり、現時点では評価できな

い。 

 

WBT に関しては、現在1種類のWBT 教材が完成している。残り3種類のWBT 教材につ

いては、プロジェクト終了時までに完成する見込みである。事実上、開発されたWBT教材は、

まだ実際の教育現場で利用されていない。この学習管理システム(LMS)付きのWBT 教材は、

コンピュータを用いて、インターネットで本プロジェクトのホームページ内にあるWBT 教材

にアクセスすることにより、使用可能となる。通信スピードあるいは通信容量が大きな回線に

アクセス出来ることが必要であり、通常の電話では、うまくアクセス出来ない。そのため、

WBT が利用可能な地域は、限られてくる。したがって、現時点では、教育における WBT 利

用が確立したとは言えない。なお、教育省は今後、WBT 教材利用を奨励する何らかの方法、

例えばWBT教材を記録したCD-ROMを学校に配布する等の方法を検討する予定である。 

 

本プロジェクトでは、広報活動用にパンフレット類を作成しているが、これについてはミニ

ッツの添付資料12を参照のこと。 

 

(2) アウトプット 2： バンコクセンターが認定制度運営の計画、調整、支援組織として機能

する。 

a) 指標2.1について： 「関連する人々がバンコクセンターの活動に満足する。」 

バンコクセンターは、教育省及びNECTECのカウンターパートと日本人専門家で構成され

る。（ただし、バンコクセンターといっても独立した建物があるわけではなく、日本人専門家執

務室とパソコン類が設置してある部屋があるだけであり、このセンターに常勤しているのは日

本側の長期専門家だけである）。タイ側のカウンターパート（教育省本部ならびに NECTEC
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のカウンターパート）は、それぞれの職場で通常業務を行っており、必要な時にバンコクセン

ターに来る体制である）。 

バンコクセンターはこれまで、研修コースに関わる計画作成や予算支出に関する活動を主に

行っている。バンコクセンターが、5カ所のNFECのカウンターパートと協力しつつ、研修コ

ースのカリキュラムや教材を作成した。その後は、バンコクセンターは主として5カ所のNFEC

に対する業務支援、例えば、研修コース実施に必要な機器の貸し出しや予算面での支援を行っ

てきた。 

NFECのカウンターパートに対する質問票調査では、バンコクセンターがプロジェクト活動

（研修コースの実施）に必要な支援を行っていると回答している。したがって、関連する人々

がバンコクセンターの活動に満足しているものと判断し、この指標 2.1 は達成されていると判

断する。 

 

b) 指標2.2について： 「訓練コース関連書類、一般教材および適用ケースのライブラリー

が確立する」。 

バンコクセンターに電子図書館が開設され、研修コースに関わる以下の教材類がインストー

ルされている。  

 

1) コースAのワークブック、2)コースAのチュートリアル（使用方法や機能などを解説した

もの）、3) コース B のワークブック、4)インストラクター用ガイドブック（タイ語版及び英語

版）、5) WBT用語集。このほかに、数種類のポスターも作られ、今後の本プロジェクトのホー

ムページに加えられる予定である。 

 

また、以下のようなビデオ教材も開発され、ホームページ上に掲載されている。 

1) 計画と設計（コースB 用の教材）、2) 情報技術の将来的輝き、3) シンプル・ネットワー

ク管理（コース C の教材）。 （本プロジェクトが作成したビデオ教材類のリストはミニッツ

の添付資料13参照のこと）。 

 

本プロジェクトに関するホームページとして以下のものが作られた。 

1) 本プロジェクトのホームページ：www.ited.moe.go.th、2) 本プロジェクトの GIS（地理

情報システム）ホームページ： www.gis.ited.moe.go.th、 3) WBTシステムのホームページ： 

www.wbt.ited.moe.go.th、 4) Algo Craft（アルゴクラフト）： www.wbt2.ited.moe.go.th  

 

本プロジェクトのホームページへのアクセス数は、2004年12月1日現在で102,026回であ

る。ただし、電子図書館あるいは、WBT のホームページに対するアクセス数を記録するよう

に設定されていないため、本プロジェクトが作成しホームページ上に掲載している教材類に対

し、どのくらいアクセスがあったかを知ることはできない。したがって、本プロジェクトが作

成した電子図書館の内容がインターネットを通じてどのくらい利用されたか解らない。 活用度

は解らないものの、「訓練コース関連書類、一般教材および適用ケースのライブラリー」は、ほ

ぼ確立しているといってもかまわないと思われる。 

 

(3) アウトプット3： 実務的かつ効果的な標準化された教育訓練コースが整備され更新される。 
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a) 指標3.1について： 「更新された標準カリキュラム、教育訓練法、および教材が5 NFEC

によって使用される」  

 

研修コースA、B、Cが開発され、標準カリキュラムと教材が作成された。コースAとBに

ついては、全5カ所のNFEC（チェンマイ、ナコンラチャシマ、ソンクラ、ラチャブリ、チョ

ンブリ）で研修が実施された。コース C については、チェンマイとソンクラの NFEC で各 1

回実施された。移動研修コースは、チョンブリを除く 4 カ所の NFEC で実施された。なお、

コースAのテキストは2回改訂され、コースBのテキストは1回改訂されている。 

5 カ所のNFEC のカウンターパート 17 名に対し質問票調査を行い、その内 15 名から回答

を得た。各研修コースの適切さについての回答結果を以下に取りまとめた。 

 

i) 研修コースA 

評価項目 
大変適切  適切  適切でな

い 

 

 回答数 (%) 回答数 (%) 回答数 (%)

カリキュラム、研修内容 10 66.7 5 33.3 - - 

テキストあるいは教材 12 80.0 3 20.0 - - 

研修期間（研修日数） 11 73.3 4 26.7 - - 

コンピュータや関連機器の数量 11 73.3 3 20.0 1 6.7

コンピュータや関連機器の仕様 11 73.3 4 26.7 - - 

コンピュータ用のソフト 12 80.0 3 20.0 - - 

 

70%以上のカウンターパートが、テキスト、研修期間、コンピュータや関連機器の数量と仕様

について大変適切であったと評価している。1 名だけ、コンピュータや関連機器の数量が適切でな

かったと回答している。以上から、適切なカリキュラム、テキスト及びコンピュータ機器を有する

コースAが開発されたと評価できる。  

 

ii) 研修コースB 

評価項目 大変適切  適切  
適切でな

い 
 

 回答数 (%) 回答数 (%) 回答数 (%) 

カリキュラム、研修内容 3 20.0 11 73.3 1 6.7

テキストあるいは教材 3 20.0 8 53.3 3 20.0

研修期間（研修日数） 4 26.7 9 60.0 2 13.3

コンピュータや関連機器の数量 9 60.0 6 40.0 - - 

コンピュータや関連機器の仕様 9 60.0 3 20.0 3 20.0

コンピュータ用のソフト 8 53.3 7 46.7 - - 

 

コース A に比較すると「大変適切」と回答した比率は低くなるものの、「大変適切」と「適

切」との回答合わせると、どの項目も80%以上を占めている。ただし、テキストあるいは教材

とコンピュータや関連機器の仕様については、20%のカウンターパートが適切でないとしている。

研修期間についても13%が不適切としている。以上からコースBについては、適切なカリキュラム、

適切な数量のコンピュータや関連機器ならびにソフトウェアが整備されていると判断できる。なお、

テキストや研修期間については改善が必要と考えられる。  
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iii) 研修コースC:   
評価項目 大変適切  適切  適切でない  無回答  

 回答数 (%) 回答数 (%) 回答数 (%) 回答数 (%)

カリキュラム、研修内容 1 6.7 11 73.3 2 13.3 1 6.7

テキストあるいは教材 3 20.0 11 73.3 - - 1 6.7

研修期間（研修日数） 4 26.7 9 60.0 1 6.7 1 6.7

コンピュータや関連機器の数量 7 46.7 6 40.0 1 6.7 1 6.7

コンピュータや関連機器の仕様 7 46.7 6 40.0 1 6.7 1 6.7

コンピュータ用のソフト 6 40.0 8 53.3 - - 1 6.7

 

「大変適切」と「適切」との回答合わせると、どの項目も 80%以上を占めている。ただし、

カリキュラムが適切でないとした回答が13.3%あり、また一方で、カリキュラムが大変適切と

した回答は 6.7%だけである。コース C については、開発はされているものの、カリキュラム

あるいは研修内容の面で改善の余地があるのではないかと判断される。コースCがまだ2回し

か実施されておらず、研修内容の適否を十分検証するに至っていないことが、この要因にあげ

られると考えられる。  

 

iv) 移動研修コース（カリキュラムは、コースAと同じ): 
評価項目 大変適切  適切  適切でない  無回答  

 回答数 (%) 回答数 (%) 回答数 (%) 回答数 (%) 

カリキュラム、研修内容 7 46.7 6 40.0 - - 2 13.3

テキストあるいは教材 9 60.0 4 26.7 - - 2 13.3

研修期間（研修日数） 9 60.0 4 26.7 - - 2 13.3

コンピュータや関連機器の数量 10 66.7 3 20.0 - - 2 13.3

コンピュータや関連機器の仕様 11 73.3 2 13.3 - - 2 13.3

コンピュータ用のソフト 11 73.3 2 13.3 - - 2 13.3

 

移動研修コースは、コース A のカリキュラムで実施されている。そのためか、評価結果は、

コースAの評価結果と類似している。適切でないと評価したものはいなかった。なお、教育省

側からは、移動型の研修形態を評価する声があった。  

 

b) 指標3.2について：  「教育訓練修了者が教育内容および教育方法の実用性を評価する。」 

 

i) コースA 

コースAの受講者に対するモニタリング調査が2003年9月に実施された。受講者849名に

対し質問票が送られ、その内767名から回答が得られた（回収率は90.3%）。 このモニタリン

グ調査結果によると、研修コースAの講義に対する満足度とコース全般に対する満足度は下表

の通りである。 

 
評価 講義に対する満足度 コースA全般の満足度 

 回答数 (%) 回答数 (%) 

極めて低い 2 0.3 1 0.1 

低い 15 2.0 3 0.4 

中程度 155 20.2 76 9.9 

高い 373 48.6 325 42.4 

非常に高い 214 27.9 345 45.0 

(無回答) 8 1.0 17 2.2 

計 767 100.0 767 100.0 
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講義に対する満足度については、「非常に高い」及び「高い」を合わせると 76.5%となる。

またコース全般の満足度については、86.5%となる。また、研修コースで使用されているテキ

ストについても、研修後にも利用できるテキストとして下表に示したように比較的高い満足度

が得られている。 

 

地区別のコースAの教材に対する満足度 
 チェンマイ ナコンラチャシマ ソンクラ ラチャブリ チョンブリ 

(%) 89.1 63.9 79.7 89.0 68.0 

 

テキスト類に対する評価は、チェンマイ、ソンクラ、ラチャブリでは高いが、ナコンラチャ

シマとチョンブでは、必ずしも十分高いとは言い難い。この原因としては、調査時点が 2003

年9月であったことから、古い版のテキストを利用していた人の意見が反映されている可能性

がある。 

 

ii) コースB 

コースB に関するモニタリング調査が 2004 年 6月から 11月にかけて実施された。576 名

の受講経験者（教員）に質問票が送付され、この内369名から回答が得られた（回収率64.1%）。  

このモニタリング調査結果から、95%の教員がコースBの内容は教員のニーズと整合性があ

ると回答している。また、テキストとインストラクターの教授姿勢の適切さや研修内容（カリ

キュラム）への満足度などについて下表の通り評価している。 

 

質問項目 大変良い 良い 中程度 
少 し 良

くない 

か な り

良 く な

い 

無回答 

 (%) (%) (%) (%) (%) (%) 

インストラクターの教授姿勢が良かったか？ 53.4 39.9 4.9 0.0 0.0 2.4 

インストラクターは、内容を明確に説明したか？ 20.3 64.0 14.4 0.3 0.0 1.1 

コースBのテキストは学校での利用に有効か？ 17.1 50.9 26.6 3.0 0.3 2.2 

コース B の内容（カリキュラム）にどの程度満

足しているか？ 
35.0 54.2 9.5 0.8 0.0 0.5 

 

多くの教員（研修受講者）は、研修を受講した成果としてマルティメディア製作に関する知

識と技能がある程度良い水準まで向上したと考えている。それに関する調査結果は次の通りで

ある。 

 

質問項目 大変良い 良い 中程度 
少し良く

ない 

かなり良

くない 
無回答 

 (%) (%) (%) (%) (%) (%) 

研修受講前、あなたはマルティメディ

アに関する知識や技能を持っていまし

たか？ 

1.9 4.6 33.1 33.9 26.0 0.5 

研修受講後、あなたはマルティメディ

アに関する知識や技能を持っています

か？ 

7.0 55.0 33.9 3.0 0.0 1.1 

差 +5.1 +50.4 +0.8 -30.9 -26.0 - 
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iii) 評価チームによるインタビュー調査に基づく評価 

評価チームは、チェンマイ、チョンブリ、ナコンラチャシマの計5校を訪問した。これらの

学校には、コースAやコースBを受講した教員が勤務している。 

聞き取りからは、校長先生が本プロジェクトのコースAとBを評価し感謝していることが確

認され、また、研修を受講した教員全員が、研修内容や指導方法を評価していることが確認で

きた。教員によっては、研修受講後、研修で学んだことを活かして、英語の教材を作成した人

もいる。また、研修で学んだことを、文書作成に活かしている教員もいた。  

 

c) 指標3.3について： 「C/Pが特定教育訓練コース整備の能力を有する」  

バンコクセンターのカウンターパートが、研修コース A、B、C の開発の主導的役割を担っ

た。コース内容の見直しや改訂においても、バンコクセンターのカウンターパートが5カ所の

NFECのカウンターパートと協力しつつ作業を行った。質問票調査やインタビュー調査結果か

ら判断して、バンコクセンターのカウンターパートは研修コースAやBといった研修コースの

カリキュラムを開発する能力を持っていると言える。コースCについては、カリキュラムや内

容はまだ完成しているとは言い難く、まだ、能力を判断することは難しい。 

 

 

(4) アウトプット4： 5カ所の生涯教育センター（NFEC）が確立された実務的かつ効果的認

定訓練コースを実施する。 

 

a) 指標4.1について： 「教員を主とする3,000人が5 NFECでの教育訓練を修了する」 

 

2004年9月末時点で、研修コースA、B、Cを受講した人数はちょうど3,000人となり、目

標の3,000人をちょうど達成した。地区別・コース別の受講者数を下表に示す。なお、研修は

その後も続いており、研修受講者数は3,000人を越えている。なお、研修期間の80%以上に出

席した人に対し、修了証書を渡している。 
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研修受講前、あなた

はマルティメディアに

関する知識や技能を
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はマルティメディアに

関する知識や技能を

持っていますか？

マルティメディアに関する知識や技能について

多い 中程度かない多

い

少ない 無回答      (%)非常に

少ない
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NFEC コースA 移動研修コース コースB コースC 計 

チェンマイ 405 80 210 10 705 

ナコンラチャシマ 452 106 194 0 752 

ソンクラ 351 176 136 10 673 

ラチャブリ 374 60 65 0 499 

チョンブリ 279 0 *1 92 0 371 

計 1,861 422 697 20 3,000 

(資料：プロジェクト側作成データ、2004年9月30日現在。*1：移動研修用の機器は所有していないため、実施も

していない。) 

 

なお、上記 5 カ所の NFEC がある県の初等学校及び中等学校（公立と私立の両方を含み、

幼稚園も含む）の教員数の合計は約 65,500 人である。したがって、研修を受講した 3,000 人

（主として教員）は、この5県の教員数の約4.6%に相当する数値である。  

 

b) 指標4.2について： 「訓練修了者がコースを積極的に評価する」  

コースA及びBのモニタリング調査結果によれば、研修コースに対する満足度は下表の通り

である。 

 

i) 研修コースA 

モニタリング調査の質問項目に、研修に対する満足度に関する質問が含まれている。回答に

関するデータは次の通り。 

 

 回答数 (%) 

大変少ない 1 0.1 % 

少ない 3 0.4 % 

中程度 76 9.9 % 

良い 325 42.4 % 

大変良い 345 45.0 % 
 17 2.2 % 
計 767 100.0 % 

 

「良い」と「大変良い」を合わせると87.4%となり、大半の研修受講者が満足していること

がうかがえる。したがって、研修受講者は、研修コースAを積極的に評価していると判断でき

る。 

 

ii) 研修コースB 

コースBのモニタリング調査には、研修コースが受講者のニーズと合っているかどうか聞い

ている項目がある。回答データは次の通りである。 

 

 回答数 (%) 

はい 351 95 % 

いいえ 12 3 % 

無回答 6 2 % 

計 369 100 % 
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研修受講者の95%が、研修コースBの内容が受講者のニーズと合っていると回答している。

したがって、研修受講者は、研修コースBを積極的に評価していると判断できる。  

 

すでに述べたように、今回の調査で評価チームがチェンマイ、ナコンラチャシマ及びチョン

ブリで、学校の校長と教員を対象に行った聞き取り調査から、研修コースA及びBについて高

い評価が得られていることが確認された。 ただし、研修コースCについては、受講者が20名

と少ないことと、またモニタリングやインタビュー調査を実施していないことから、現時点で

は評価することは困難である。 

 

(5) アウトプット5： バンコクセンターがNECTECと共同でWBT教材を作成する能力を

有する。  

a) 指標5.1： 「最低4つの学習管理システム（LMS: Learning Management System）付

WBT教材が開発される。」  

 

英語に関わるLMS 付きWBT 教材はすでに開発されている。LMS については、NECTEC

が開発した。英語の他に、タイ語、理科、数学に関するWBT教材の開発が進行中であり、2005

年 2月末のプロジェクト期間終了までには完成する予定となっている。各 WBT 教材の内容、

目的、対象者の概要は次の通りである。  

 

i) 英語に関わるWBT教材 

内容 時制  

学習時間（標準） 1.0-1.5時間 

学習目的 生徒が、動詞を 12 種類の時制に変換することができる（現在、過去、未来

の各時制で4種類づつ）。 
生徒が、参考図書を用いずに、状況に合わせて時制を適切に使用することが

できる。 
生徒が、WBTの試験において80%以上正しく回答できるようになる。 

対象となる生徒 中学校（中学1年生～3年生） 

 

ii) タイ語に関わるWBT教材 

内容 Thai Poem 

学習時間（標準） 40 minutes 

学習目的 この教材を学習した後、生徒は次の能力を身につけることができる、  
1) タイの詩(Klon Su Pab)の韻を区別すること、  
2) タイの詩の考え方を分析すること、 
3) 言葉の意味を説明できること（Literature Art: Wanna Silapa, Image 

Rhetoric: Woharm Pappot）、 
4) 修辞学的イメージを分析すること。  

対象となる生徒 高校生 

 

iii) 理科に関わるWBT教材 

内容 消化器官 

学習時間（標準） 0.5 時間 

学習目的 この教材を学習した後、生徒は次の能力を身につけることができる、 
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1) 消化器官の機能と構造を説明すること、 
2) 消化器官に関連して、人間の身体の各部分の機能を説明すること、 
3) 健康を考えた場合の適切な食事マナーを例示できること、 
4) 学習した知識を日々の生活に適用すること。 

対象となる生徒 中学生 

 

iv) 数学に関するWBT教材 

内容 割合（パーセント） 

学習時間（標準） 0.5 時間 

学習目的 この教材を学習した後、生徒は次の能力を身につけることができる、 
1) 割合の意味を説明すること、 
2) 割合に関する数学的問題をどのように解くか示すこと、 
3) 日常生活において、割合に関する数学的解決技法を適用すること。  

対象となる生徒 小学校の5年生～6年生 

 

b) 指標5.2について： 「C/PsがWBT教材作成の制度設計能力を有する。」 

質問票調査によれば、バンコクセンターのカウンターパートのうち、教育省所属のカウンタ

ーパート2 名がWBT 開発、コンテンツ作成に関する能力を身につけ、1 名はWBT システム

管理の能力を身につけている。NECTEC のカウンターパート 2 名は、WBT システム開発、

WBTコンテンツ作成、WBT管理の能力を身につけている。 

 

３－１－３ プロジェクト目標の達成度について 

プロジェクト目標： 「プロジェクトが教育訓練コース、Web による教育訓練（WBT）開

発、と広報活動を通じて促進する主として初等・中等学校での ICT適用法がモデル地域で普及

する」。 

 

プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標の大半を達成するものと期待される。そして、

プロジェクト終了後に、本プロジェクトで作り上げるWBT 教材（一部は現在開発中）が実際

の学校教育に用いられるようになることで、プロジェクト目標が達成されることとなる。  

 

(1) 指標1 について： 「教育訓練コースにより取得したICTが訓練受講者の80%によって、環境の

整っている場合に適用される」 

a) 研修コースA 

モニタリング調査の中の質問項目に、仕事でワード、エクセル、インターネットを利用した

かどうか聞いている項目がある。調査結果は次の通りである。 

 

 ワード エクセル インターネット 

 回答数 (%) 回答数 (%) 回答数 (%) 

大変少ない 13 1.7 % 33 4.3 % 148 19.3 %

少ない 23 3.0 % 84 11.0 % 179 23.3 %

中程度 119 15.5 % 199 25.9 % 212 27.6 %

多い 246 32.1 % 265 34.6 % 105 13.7 %

大変多い 340 44.3 % 166 21.6 % 74 9.6 % 

無回答 26 3.4 % 20 2.6 % 49 6.4 % 

計 767 100.0 % 767 100.0 % 767 100.0 %
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ワードの使用頻度については、受講者経験者の76.4%が大変よく使う、あるいは良く使うと

回答している。中程度の利用と答えた人を含めると91.9%となる。このことから、研修受講者

は学校でワードを良く使用しているものと考えられる。次にエクセルについては、56.2%の研

修受講者が大変よく使う、あるいは良く使うと回答している。中程度の利用と答えた人を含め

ると82.1%となる。ワードに比べると利用率はいくぶん低下する。インターネットの利用につ

いては、受講者経験者の22.3%が大変よく使う、あるいは良く使うと回答している。中程度の

利用と答えた人を含めると49.9%となる。ワードやエクセルの利用度と比較すると、かなり低

い割合になっていると思われる。最も利用されているのがワードで、その次にエクセルで、イ

ンターネットの利用はかなり低いと言える。だだし、インターネットの利用については、学校

にインターネットにアクセスできる設備環境があるかどうかいう点が影響する。ただし、モニ

タリング調査では、インターネットを利用していない人に、その理由を聞いていないので、ア

クセスできる環境にありながら利用していないのか、あるいはアクセスできる状況にないので、

利用していないのか区別できない。このようなことから、コースAの研修受講者の80%以上が、

環境が整っている場合に学校で ICT 技術を適用しているかどうかを判断することは困難であ

る。 

 

b) 研修コースB 

モニタリング調査の中の質問に、授業で使うためのマルティメディア教材の作成、パワーポ

イントを使った授業、学校のホームページの作成の経験の有無について聞いている項目がある。

調査結果は次の通りである。 

 

質問項目 回答数（人） 
研修受講前にすでに経験

があった人の割合 
研修受講後に経験有

りとした人の割合 
増加ポイント 

マルティメディア教材

の作成 
369 55% 62% 7 

パワーポイントを利用

した授業 
369 62% 74% 12 

学校のホームページの

作成 
369 28% 34% 6 

 

研修コースBの受講者の約半数は、研修受講前にすでにマルティメディア教材の作成やパワ

ーポイントを利用した授業の経験を有している。研修受講後には、その割合はそれぞれ、7 ポ

イント、12ポイント増加している。必ずしも顕著に増加しているとは言いがたい。モニタリン

グ調査では、マルティメディア教材の作成しなかった理由についても聞いており、主たる理由

は、利用できるコンピュータがないことと作成する時間がないこととなっている。なお、マル

ティメディア教材の作成では、３分の２の教員が、ソフトウェアとしてパワーポイントを使用

したと回答している。  

 

(2) 指標2について： 「5 NFEC での訓練コースやプロジェクトの広報活動により提唱され

た適用方法が学校から積極的に評価される」。 

 

評価チームは、チェンマイ、ナコンラチャシマ、ソンクラ、ラチャブリ、チョンブリの学校
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の校長宛に質問票を送付し、本プロジェクトの研修コースを評価するかどうか聞いた。各地区

10校、計50校の校長宛に質問票を送り、13の回答を得ることができた。回答から、すべての

校長が本プロジェクトの研修コースを評価しているデータが得られた。 

これに加えて、評価チームが行った校長や研修を受講した教員へのインタビュー（チェンマ

イ、チョンブリ、ナコンラチャシマ）を行ったが、コースA及びBに対する良い評価が得られ

た。 

以上から本プロジェクトの研修コースAとBは、学校関係者に高く評価されていると判断す

る。 

 

３－１－４ 上位目標の達成度について 

上位目標： プロジェクトによって提唱された認定制度による教育訓練コースの実施と新し

いアプローチによる教育活動の促進が教育省の ICTマスタープラン達成に向けて拡大する。  

 

a) 指標1について： 「標準化された認定教育訓練コースが教員の能力向上に関連した機関

で定常的に実施される。」  

すでに述べたように、教育省は ICT における教員開発に関する行動計画案を作成中である。

本プロジェクトの研修コースBとCが、この行動計画のコンポーネントの一部として組み込ま

れる見通しである。この行動計画案は、2005年～2006年にかけての2年間で、タイ国全土で

実施することを考えている。研修対象の教員数は、研修コースB の場合に 17,500 人、コース

Cの場合は1,750人である。 

この行動計画の実施により、本プロジェクトの成果が全土に拡大され、そしてまた教育省の

ICTマスタープランの達成に向けて貢献することが期待される。 

 

b) 指標2について： 「プロジェクトが提唱するWBT教材が学校で使用される。」 

計４種類のLMS付きWBT教材の作成がプロジェクト終了時（2005年2月末）までに完了

する予定となっている。その後に、教育省が学校にLMS 付きWBT 教材を配布する見通しと

なっている。 

 

以上から、教育省が行動計画案の実施を承認し、またWBT 教材を学校に配布することが実

現化されれば、将来的には上位目標を達成する見込みはあると判断する。 

 

 

３－２ プロジェクトの実施プロセス 

３－２－１ 案件形成時について 

３－２－１－１ 案件形成の背景について 

タイでは、教育改革を推進し義務教育の延長や高等教育の拡大などの措置を講じて、経済社

会基盤強化の基礎としての人材育成に注力するとともに、1992年から首相を委員長とする国家

情報技術委員会（NITC=National Information Technology Committee）を組織し、人材開発

を含めた IT政策を講じてきている。このような中で、タイ政府は日本政府に対して、平成12

年度プロジェクト方式技術協力（プロ技）による要請案件として、大学省（MUA=Ministry of 

University Affairs）からの「国家経済強化に備えた人材育成」への協力を要請し、平成13年

度プロ技案件として教育省（MOE=Ministry of Education）からの「教育情報センターの開発
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に係る人材育成」、国立電子コンピュータ技術センター（NECTEC=National Electronics and 

Computer Technology Center）からの「教育用マルチメディア開発の能力向上」等3案件へ

の協力を要請してきた。 

そこで、日本政府はプロ技要請である「国家経済強化に備えた IT人材育成」を平成12年度

短期調査案件として採択するとともに、平成 12 年 10月末には政策対話ミッション、11月末

には IT分野プロジェクト形成調査団をタイへ派遣した。 

その後、JICAでは、平成13年3月に「タイ国国家経済強化に備えた IT人材育成プロジェ

クトに係る短期調査（第 1 次）」を、同年 7月に「教育用情報技術開発能力向上プロジェクト

に係る短期調査（第2次）」を、さらに、同年10月に供与予定機材の詳細仕様の確認のための

短期調査（第 3 次）を実施し、その後、同年 11月に実施協議を行うことにより、プロジェク

トの形成・準備を進めた。 

このような協議の中で、タイからの IT 分野における協力案件は、上記のとおり複数案件が

挙がっており、タイ側の関連政府機関も多岐にわたることから、協議を進める中で、要請のあ

った複数のプロ技案件を統合化し、実施機関は教育省生涯教育局を窓口として、教育省、大学

省、NECTECをカウンターパートとするとともに、IT分野に係るプロジェクト方式技術協力、

青年海外協力隊等の複数案件をプログラム（パッケージ）としてタイ側に協力することとした。 

その結果、平成 13 年 11月から、「タイ教育用情報技術開発能力向上プロジェクト」が開始

されている。 

 

３－２－１－２ タイ国政府の要請との整合性について 

長期専門家からは、プロジェクト形成時において、タイ側の具体的なニーズが何であったの

かが不明瞭であること、また、タイ政府のどの組織が強い当事者意識を持って本プロジェクト

形成への強い要望が出たのかが疑問であるとの意見があった。さらに、NECTEC の本プロジ

ェクトへの参画が不明瞭であったという指摘もある。これは、要請内容に類似点がかなり見ら

れるという理由から、教育省、大学省及びNECTECという複数のタイ政府機関からの要請を

まとめて一つのプロジェクトとして実施することとし、全ての組織について、その要望、ニー

ズを取り入れようとした結果、結局、的が絞れず中途半端となってしまった可能性が高い。 

また、プロジェクト形成当時は、省庁再編により、教育省と大学省が統合されるとともに、

教育用情報処理技術については教育技術の開発・導入を促進するための専任機関として国家教

育技術研究所（NETI=National Educational Technology Institute）が新設され、NETI と

NECTECが主要なカウンターパートとなることが想定されていたが、省庁再編の結果、NETI

という組織は新設されなかった。加えて、この省庁再編により、教育省内部においても、大き

な組織変更、人事異動が行われることとなった。このように、プロジェクト形成当時に予測さ

れていたこととは異なる状況にタイ側の政府組織が変化していったことも、タイ側のニーズと

の食い違いに結びついた可能性がある。 

省庁再編の詳細については、プロジェクト形成時に明確に把握することは困難であったこと

は想像されるが、事前評価調査及びこれに基づく案件形成に際して、もう少し詳細かつ綿密な

調査及び検討が実施されていれば、タイ国政府の要請にもっと沿った形のプロジェクトが形成

できたのではないかと考えられる。 

 

３－２－１－３ カウンターパート、実施機関、活動拠点の妥当性 

本プロジェクトでは、タイ教育省内に設置されたバンコクセンターにおいて、初等中等教育



 24

の教員が授業で ICTを活用できるように研修するための教育訓練コース設計、授業に活用でき

るWBT 教材の開発等を実施するとともに、チェンマイ、ナコンラチャシマ、ソンクラ、チョ

ンブリ、ラチャブリの5つの地方にある生涯教育センター（NFEC）において、初等中等教育

の教員を対象としてバンコクセンターにおいて開発された教育訓練コースを実施している。 

このように、本プロジェクトでは、初等中等教育の教員を対象とした研修を実施しているに

もかかわらず、カウンターパートは主に、実施機関の窓口となった教育省の情報通信局（Bureau 

of Information and Communication）と生涯教育局（Office of the Non-Formal Education 

Commission）の職員が大部分を占めており、プロジェクトの後半にいたるまで、教育省の中

で初等中等教育を管轄している基礎教育局（Office of the Basic Education Commission）の参

加を得ていなかった。また、実際に研修を実施する場所としては、教育省の生涯教育局が管轄

している組織で、地方において生涯教育を担当している生涯教育センター（NFEC）が設定さ

れたが、初等中等教育の教員の研修は、主として各地方の教育を管轄している ESA

（=Educational Service Area）において実施されており、NFECにおいては、これまで教員

向けの研修はほとんど実施されたことがなかった。 

このような状況の中、プロジェクトは成果をほぼ達成してきており、また、長期専門家の働

きかけにより、プロジェクト後半からは基礎教育局の参画も得られ、プロジェクト終了後は基

礎教育局を中心として、成果の展開が期待されている。 

しかしながら、省庁再編によってプロジェクト当初の状況とは教育省の組織が変化したこと

を考慮に入れたとしても、カウンターパート、実施機関及び活動拠点としては、基礎教育局及

び ESA の方がより適切であったことは否定できない。このようなことを防ぐためにも、プロ

ジェクト形成時において、相手国の実施機関の現状を綿密に調査するとともに、実施体制に関

する詳細な検討をしておくべきであったといえる。 

 

３－２－１－４ 投入の問題点について 

本プロジェクトにおいては、バンコクセンター及びチェンマイ、ナコンラチャシマ及びソン

クラの各地方における生涯教育センターに対して、パソコン、ソフトウェア、ネットワーク関

連機器等の機材を供与しているが、これらの機材の大部分はプロジェクト開始当初に供与され

たものであり、その後、主だった機材の供与は行っていない。また、供与機材の仕様について

は、国内協力機関の協力のもとに作成されたものであるが、平成13年10月に実施された供与

予定機材の詳細仕様の確認調査のための第3次短期調査報告書において指摘があったにもかか

わらず、その後、供与予定機材・機器について専門のコンサルタントの指導のもと、再度供与

機材についての検討がなされることはなかった。以上のことにより、タイ側のニーズ及びプロ

ジェクトの現状には必ずしも即していないスペックが高すぎる機材も含めて供与されることと

なった。 

また、長期専門家の投入についても、バンコクセンターに加え、5 つの地方にある生涯教育

センター（NFEC）においてプロジェクト活動を実施することを考えると、人数が十分ではな

かったといえる。また、バンコクセンターにおいて教育訓練コースの設計、WBT 教材の開発

等を行い、5つの地方NFECにおいて教育訓練コースの実施をするというプロジェクト活動の

内容に即した人選を行うべきであった。さらに、短期専門家については、プロジェクト形成当

初から派遣時期等が決められており、実際のプロジェクトの活動にとって適時の派遣となった

ことも、プロジェクトの成果達成に影響を及ぼしている。 

以上の事態も、プロジェクト形成時における計画及び検討に緻密さ、精緻さが欠けているこ
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とが原因であると考えられる。 

加えて、長期専門家からは、国内支援体制の弱さが指摘されている。本プロジェクトについ

ては、強固な国内支援委員会を形成しておらず、これが有効かつ適時な機材供与、専門家派遣、

プロジェクト活動への支援を欠いた要因の一つである可能性がある。本件もプロジェクト形成

時に検討しておくべき事項である。 

 

３－２－１－５ 青年海外協力隊との連携について 

本プロジェクトでは、地方の NFEC における教育訓練コースの実施を支援するべく、青年

海外協力隊（JOCV）が、チェンマイ、ナコンラチャシマ、ソンクラ、チョンブリ及びラチャ

ブリの5つの地方NFECに派遣され、技術協力プロジェクトとJOCV派遣を組み合わせると

いう画期的な活動が実施されたところである。 

終了時評価調査に際して、NFECにおける技術カウンターパートに対してインタビュー調査

を行ったところ、JOCVは教育訓練コースの実施に大きく貢献したとして、概ね良好な評価で

あった。また、ナコンラチャシマ、チョンブリ及びラチャブリに派遣されていたJOCVにイン

タビュー調査を実施したところ、カウンターパートと協力して教育訓練コースを実施でき、大

変有意義であった、長期専門家による支援が非常に有効であったという意見がある一方、

NFECのカウンターパートが多忙であるため、教育訓練コースの実施が片手間になった、カウ

ンターパートがJOCVの活動についてあまり理解をしていなかった、といった意見も出た。 

さらに、タイ事務所及び長期専門家から、①プロジェクトにおいて、JOCVが果たすべき成

果や役割が明瞭ではなかった、②業務内容が現場の必要性に一致していない、③プロジェクト

活動とJOCV活動の切り分けが明確ではない、④JOCVは専門家の代替ではないため、JOCV

の成果に左右されないプロジェクト成果・目標とすべき、⑤JOCVの派遣現場が当事者意識を

持つように、活動現場から要請を取り付けるべき、⑥プロジェクト原課と協力隊事務局の間で、

情報及び認識を共有すべきといった意見が挙がっている。 

そこで、終了時評価調査後に、青年海外協力隊事務局とも話し合いをした結果、青年海外協

力隊事務局から、①今後、技術協力プロジェクトとJOCVの活動を組み合わせるケースが増加

していくこと、②このような場合には、JOCVの業務内容に明確にプロジェクト活動を位置づ

けるべきであるという意見があった。 

以上を踏まえ、今後、技術協力プロジェクトとJOCVの活動を組み合わせる際には、プロジ

ェクト形成時及びプロジェクト実施中において、以下の事項が必要であると考えられる。 

 

(1)  プロジェクトとJOCVの活動双方における位置づけの明確化 

(2)  相手国側への説明及び意見交換を通した共通認識の形成 

(3)  プロジェクト担当原課と協力隊事務局における密な情報交換 

 

３－２－２ 実施段階 

先にも述べたように、本プロジェクトにおいてはプロジェクト開始前の計画に不備な点がい

くつか見受けられた。 

それを端的にあらわすのが、2001年11月13日に本プロジェクトに関するR/Dが合意され

た時点で、PO（Plan of Operation）が作成されていなかった事実である。すなわち実施計画

が固まっていないうちに、プロジェクトの投入計画が決められたことになる。これは教育分野

に IT を導入するという漠然とした大目標こそあったものの、情報技術のどの範囲を対象に、
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どのレベルを目標に、どのようにして達成するか、という指針が不明確、あるいは明示されな

いまま、機材ならびに専門家の投入が決められたことを意味する。いわば技術移転のロードマ

ップがないままの発進といえ、当然実施段階でいくつかの問題を引き起こした。 

具体的には、使用頻度の低い機材が散見されたこと、長期短期の専門家に期待された役割（の

不明瞭さ）と経験知識のミスマッチが感じられたこと、派遣時期の不適切性が見受けられたこ

となどがあげられる。 

このようなプロジェクト開始前の計画の不備から生じた諸問題については、既に中間評価調

査の時点で多くのことが指摘されており、それらについての提案もなされた。幸いこれらの問

題の多くは、長期専門家をはじめ、中間評価時の関係者等の努力などによって修復、修正され

た。そのため、プロジェクトの後半においては、実施段階での問題はかなり減少した。どの課

題がどのように修正されたかの詳細は、「４－２－４ 中間評価時の提案項目の状況について」

で述べる。 

このように、プロジェクトの実施段階において、開始前の計画の不備はかなり修復、修正さ

れてきたものの、全体の進行をゆがんだものとしたことも否定できない。その一つがコースC

の開発の遅れである。コースCは、ネットワーク構築、運用、管理に関して研修することにな

っているが、そのコースCの展開が遅れたことは、各センターにおける機材の今後の活用やメ

ンテナンスの上で技術的不確実さや、各学校における IT 活用にむけたシステム高度化を遅ら

せる可能性を持つ。 

さらに、コース A、コース B、コース C、WBT 教材の順に開発の軸足が移されていったた

め、最後の WBT 教材の開発が一番遅れた。実際、WBT 教材については終了時評価調査の時

点にはアウトプットが揃っていなかった。これらはプロジェクト終了時までには完成される見

込みであるが、この遅れによって、WBT に関わる技術移転が十分に浸透しないうちにプロジ

ェクトが終了する可能性は高い。 

プロジェクト開始前の計画の不備は、専門家やC/Pのようなプロジェクト実施部隊のみでな

く、ターゲットグループについてもある程度の混乱を引き起こした。中間評価においてターゲ

ットグループを再定義しなおしたものの、教育分野における情報技術能力の向上について、何

を目標にするかという指針が不明確であったため受講生を送り出す学校によってプロジェクト

への期待がまちまちとなった。例えば、コンピュータ専門の先生を対象とした専門技術レベル

向上のためのプログラムと考えている学校、あるいは校長がネットワーク管理のコースを受講

する学校があるなど、受講生の選択などに統一性が見られなかった。 

実施段階で恒常的に存在したもうひとつの問題点として、バンコクセンターにおける随時活

動できるC/Pの数が慢性的に不足の状況であったことがあげられる。その結果、一部の高度な

技術ノウハウや教材作成ノウハウを除くと、多くのノウハウは実際に研修を行った NFEC の

C/P に蓄積されることになった。この事実は、今後の展開方法を検討する上で、重要な点であ

る。 
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第４章 評価結果 

 

４－１ 評価5項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性  

(1) タイ政府の開発政策との整合性 

国家 IT政策2001年-2010年、国家 ICTマスタープラン2002年-2006年、教育法1999年、

国家教育計画2002 年-2006 年を受けて、教育省は「教育における ICT マスタープラン」を作

成している。 

この教育における ICT マスタープランは、2004 年から 2006 年の 3 年間に関する計画で、

次の5項目を主要目的としている。 

1)  ICTを学習の質と効率の向上のために利用する。 

2)  教育業務やサービスにおける効率改善のために ICTを利用する。 

3)  国家 ICT開発計画に沿って ICT活用のできる人材を訓練・開発する。 

4)  教育マネージメントと ICT産業開発のための ICT研究開発を行う。 

5) 学習、教育管理、教育サービスのための、開発コンピュータシステム、運用するソフト

ウェアと人材に関する代替案の提示と ICTインフラの整備を行う。 

 

このマスタープランのターゲットは、生徒、カリキュラム、教員、教育関係者、電子媒体、

教育機関などとなっている。 

 

本プロジェクトのプロジェクト目標は、「プロジェクトが教育訓練コース、Web による教育

訓練（WBT）開発、と広報活動を通じて促進する主として初等・中等学校での ICT適用法がモ

デル地域で普及する」であり、上記のマスタープランの第1項目と第3項目と整合性があると

言える。  

 

(2) 初等学校・中等学校の教員にとっての教育における ICTのニーズとその効果  

今回評価チームは、プロジェクト対象地区のうち、チェンマイ、ナコンラチャシマ、チョン

ブリにおいていくつかの学校を訪問し、校長と研修コースを受講した教員に対しインタビュー

を行った。比較的共通していたのは、研修を受講した教員が、コンピュータ授業の先生を担当

し、生徒がコンピュータを活用できるよう指導していることであった。そこから言えることは、

教育における ICTのニーズの一つは、コンピュータ機器を有しインターネットへのアクセスが

ある場合、教員が生徒に対するコンピュータの授業を行うことである。 

教育に ICTを取り入れる効果としては、現地調査を通じて、本プロジェクトの研修を受講し

て得た知識と技能を用いて、教育用教材を作り教育に活用した教員がいることを確認している。

また、コンピュータを利用して作成した教材を配ることで生徒がより学習に意欲を持ってくれ

るという点も指摘されている。これは、教師が黒板に書いて教えるよりは、プリントした教材

のほうがより理解しやすいためである。 

また、研修で習ったワードやエクセルといったコンピュータソフトを用いて、文書作成やテ

スト結果分析などを行うためコンピュータを使っている教員もいる。 

また、すでに述べたように、研修コースBに関するモニタリング調査結果として、95%の教

員がコースBの内容は学校における教員のニーズと整合性があると回答している。 
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したがって、教育に ICTを導入するニーズや効果はあると言える。  

 

(3) 本プロジェクトのターゲットグループである初等学校・中等学校の教員数の規模の妥当性 

本プロジェクトが実施している研修コースにはすでに3,000の教員が参加した。この人数は、

対象地区が含まれる計5県（チェンマイ、コラート、ソンクラ、ラチャブリ、チョンブリ）の

初等学校と中等学校の全教員数の4.6%に相当する。ある一定数の教員を対象に実施されたと言

える。 

 

(4) わが国の対タイ国援助政策との整合性 

JICA 国別事業実施計画（平成14 年度版）で5 つの援助重点項目が示されている。それは、

1)社会開発、2)環境保全、3)地方・農村開発、4)経済インフラ、5)地域協力、である。「社会開

発」の中で、さらに６つの開発課題が掲げられ、その一つとして「教育・文化・スポーツ支援」

が含まれている。そして、初等教育の質・機会の地域格差と人材不足の解消、教育・文化・ス

ポーツ振興支援を今後の協力の重点であるとしている。 

本プロジェクトは、初等学校・中等学校の教員の ICTに関する知識と技能を向上される目的

を持っていることから、JICA国別事業実施計画の重点と整合性があると判断できる。 

 

なお、外務省は、タイ国についての国別援助計画の改訂作業を進めている最中である。タイ

政府の基本方針である「援助受入国」から「援助供与国」への転換と「援助・被援助関係」か

ら「パートナーシップ関係」という点を認識した上で、新たな国別援助計画の作成を進めてい

る。タイ向けの援助計画作成の作業方針として以下の点が示されている。 

• タイとの関係を従来のように「援助・被援助関係」ではなく、相互利益と合意形成にも  

とづく「新しい協力関係」と捉える必要がある。 

• 日本とタイという二国間協力だけではなく、より広域の視点から「地域協力」の分野へ

協力の対象を拡充する必要がある。 

• 二国間協力、地域協力の双方において、社会開発課題と経済開発課題を区分し、その対

象と方法を明確化する必要がある。 

• 開発課題に両国が取り組む場合、相互利益の観点から日本が協力するにあたって得られ

る利益、日本が発揮できる国際的な比較優位と利用可能なリソースについて明確にする

必要がある。 

 

現在改訂中の国別援助計画の内容がどうなるか方向性が出た段階であり、国別援助計画との

整合性を述べることはできないが、現時点では、本プロジェクトの目標とJICA の国別事業実

施計画との整合性は確保されていると言える。 

 

４－１－２ 有効性 

プロジェクト目標は、「プロジェクトが教育訓練コース、Webによる教育訓練（WBT）開発、

と広報活動を通じて促進する主として初等・中等学校でのICT適用法がモデル地域で普及する」

である。 

第 3章３－３で述べたとおり、本プロジェクトの研修コースに参加した教員の多くは、ICT

に関わる知識と技能を教育に適用している。また、教員や校長から本プロジェクトの研修コー
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ス内容に対する良い評価が得られている。 

したがって、本プロジェクトの研修コースを通じて奨励された、主として初等学校・中等学

校における ICT適用が、本プロジェクトのモデル地域に普及していると判断する。 

 

WBT開発に関しては、4種類のWBT教材の開発がプロジェクト終了時（2005年2月末）

までに完了する予定であり、プロジェクト期間終了後に、教育省がWBT 教材を学校に配布す

る予定となっている。 

 

よって、プロジェクト目標の大部分はプロジェクト終了時までに達成されることが期待され、

そして、プロジェクト終了後に、WBT 教材が学校に配布され有効に活用されることで、プロ

ジェクト目標の達成に至ると期待される。 

本プロジェクトのアウトプットとプロジェクト目標の原因－結果の関連性は良く確保されて

いる。つまり、各アウトプットが達成したことが、プロジェクト目標の達成に良く貢献してい

ると言える。 

したがって、本プロジェクトの有効性は高いと判断する。 

 

４－１－３ 効率性 

(1) 投入の適切さについて 

全般的には、日本側の投入とタイ側の投入は適切に行われたと言える。しかしながら、すで

に述べたように、当初計画の不十分さに起因して、日本人専門家、機材など一部の投入につい

てはタイミングや種類といった点で適切ではなかったと判断される。 

 

 (2) 技術移転について 

日本人専門家からカウンターパートへの技術移転あるいはカウンターパートの日本での研修

での技術移転、そしてカウンターパートからターゲットグループ（主として学校の教員）への

技術移転が本プロジェクトで行われ、前章で述べたとおり、技術移転は良好なものであったと

言える。  

 

効率性に関する結論としては、日本人専門家や機材等の投入面で不適切なものがあったけれ

ども、中間評価時にアウトプットやプロジェクト目標を現実のプロジェクト活動に則して修正

したこともあって、大半のアウトプットを達成し、一部はプロジェクト終了時までに達成する

見込みである。ある程度の効率性は確保されたと判断する。 

 

４－１－４ インパクト 

(1) 将来的に上位目標が達成される見込み 

上位目標は、「プロジェクトによって提唱された認定制度による教育訓練コースの実施と新

しいアプローチによる教育活動の促進が教育省の ICTマスタープラン達成に向けて拡大する」

である。 

 

すでに述べたとおり、教育省は「ICT利用に関わる行動計画案」を作成中であり、本プロジ

ェクトのコースBとCが、プロジェクトコンポーネントとして組み入れられる見込みである。

2005年から2006年の2年間を計画期間とするこの行動計画は、タイ国全土を対象にしている。
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すなわち、本プロジェクトの成果が、タイ国全土に拡大普及することが期待されるとともに、

教育省の ICTマスタープランの達成に貢献することも期待される。 

 

(2) ソンクラNFECでは、教員等を対象に追加的に研修コースが実施された。 

教育省の基礎教育局の予算を使って研修コースが実施され、ソンクラの office of local 

authorities、仏教事務所、初等学校・中等学校の教員が計200人参加した。  

 

(3) チェンマイNFECの職員を対象とする研修の実施 

チェンマイのNFEC では、NFEC の予算を使って、今年度（2004 年 10月から 2005 年 9

月まで）、NFEC職員200名に対し研修を実施する計画を持っている。チェンマイ県には、24

ディストリクトあり、各ディストリクトにもNFECの職員がいる。チェンマイ県全体では600

名の職員がいる。したがって、約30%の職員に対し研修を実施する計画である。なお、本プロ

ジェクトのカリキュラムを必要に応じて修正し、NFEC職員向けの研修コースを実施する計画

である。 

 

(4) 研修コースに参加した教員から他の教員への知識の伝達について  

本プロジェクトの研修コースに参加した教員は、研修で身につけた知識や技能を他の教員に

伝達している。このことは、コースBのモニタリング調査結果から言えることで、74%の研修

参加者が同僚に知識や技能を伝達しているとしている。これも本プロジェクトのインパクトの

一つであると言える。 

 

４－１－５ 自立発展性 

(1) 教育政策面における自立発展性 

教育省の教育における ICT マスタープランの展望は、「ICT の活用が生徒の教育上のアクセ

スや成果を改善に導き、タイ社会をグローバルな知識経済とつながった学習する社会へと変革

させる」ことにある。また、教育省の ICT政策では、人材開発や知識・コンテンツ開発も重視

している。教育省は、教育における ICTに関する各種のプロジェクトを実施しているが、本プ

ロジェクトもその一つである。  

すでに述べたとおり、教育省は ICTにおける教員開発に係る行動計画案を作成中である。本

プロジェクトの研修コースBとCがその行動計画の中に取り入れられる予定である。したがっ

て、本プロジェクトは、教育省に良く認識され、ある程度の政策的自立発展性があると判断で

きる。  

 

(2) 技術的自立発展性 

バンコクセンターの技術カウンターパート並びに５カ所の NFEC の技術カウンターパート

のほとんどが、必要な知識と技能を身につけている。また、それらのカウンターパートは、他

の人に技術移転する能力も身につけている。そして、行動計画が実施に移されれば、バンコク

センターの技術カウンターパートは、上級研修コースのインストラクターの役割を担う予定で

ある。5カ所のNFECの技術カウンターパートについては、プロジェクト期間終了後も引き続

き、少なくとも 2005 年 9月までは、研修コースのインストラクターを努める予定となってい

る。研修コース実施に必要な予算は教育省がすでに確保している。そして、行動計画が実施に

移されれば、NFECの技術カウンターパートは、行動計画で実施される研修コースのインスト
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ラクターを努める80カ所の教育区（Educational Service Areas: ESAs）のスタッフを、育成

する役割を受け持つこととなる。すなわち、本プロジェクトでバンコクセンターや NFEC の

技術カウンターパートに移転された知識・技術は、80カ所のESAsの新インストラクターに移

転されることになる見込みである。したがって、技術的自立発展性は高いものになることが期

待される。 

 

(3) 財政的自立発展性 

既述の行動計画案は準備段階であり教育省による承認が必要とされる。教育省基礎教育局の

担当職員に説明によれば、行動計画の中の研修コースBとCに関するプロジェクトコンポーネ

ントに対して2005年度は1,500万バーツの予算を予定している。 

財政的自立発展性は、この行動計画案が採択されるかどうか、予算が計上されるかどうかに

左右されるとともに、各学校、教員、教育区などが独自に地域コミュニティーあるいは民間部

門から予算を見つけられるかどうかにも左右される。 

 

本プロジェクトのために調達した機材の維持管理費用については、2005 年 1 月から教育省

が負担する予定となっている。このことにより、機材の適切な維持管理と有効活用が確保され

る見込みである。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

 

(1) 貢献要因 

貢献要因としては、教育省側のオーナーシップ意識の向上ならびに教育省基礎教育局の本プ

ロジェクトへの参画が挙げられる。特に、タイ側の当事者意識が徐々に向上してきたことが、

本プロジェクトの自立発展性の確保に向けて大きく貢献しているといえる。中間評価実施後、

日本人専門家の働きかけもあって、本プロジェクトの成果を全国的に拡大させようという気持

ちが教育省幹部の間で出始めた。そのことが、2004 年 4 月以降のフィージビリティー調査を

実施（教育省政策戦略部）、そして行動計画案作成（基礎教育局）へとつながった。このことで、

本プロジェクトの自立発展性が確保される可能性が高まっていることにつながっている。教育

省の当事者意識の向上が、自立発展性に非常によい影響を与えたと判断できる。 

 

(2) 阻害要因 

第3章で述べたとおり、当初計画では、計画の枠組みは作成されているものの、具体的な活

動スケジュールは作られていなかった。そして、具体的な活動やスケジュールが決まっていな

いにもかかわらず、プロジェクト開始前に機材の仕様や数量が決められ、短期専門家の派遣時

期も決められていた。これらの計画上の不適切さが、その後の問題、特に使用頻度の少ない機

材の調達やタイ側にとって都合の悪い時期に短期専門家が派遣されるなどの問題点を生じさる

要因となった。 

 

４－２ 情報技術移転分析 

４－２－１ 投入した機材について 

本プロジェクトが情報技術のどの範囲を対象に、どのレベルを目標に、どのようにして達成

するか、という指針が明示されないまま機材投入がはじめられたため、使用頻度の低い機材が
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散見されるということは、前にも述べた。 

この初期計画の不十分さによって生じた問題の他に、本プロジェクトは機材投入について、

もう一つの検討課題を提供している。それは、原則初年度に全ての機材を供与するという形が

とられたことである。これは、ただでさえ技術進歩の早い情報技術分野においては、柔軟性を

失う恐れがある。本プロジェクトの場合は技術移転のロードマップが完成する前に、しかも初

年度に原則全ての機材を調達したので、その後の実施に必ずしもマッチしないものがでてくる

のはなおさらであろう。 

当然のことながら、投入した機材については、プロジェクト終了後も、積極的な活用がのぞ

まれる。幸いこれに関しては、今回テクニカル C/P を対象に行ったアンケート調査によると、

全ての供与機材について、誰かしらが訓練の受講経験、使用実績、プロジェクト終了後の利用

が期待できる、のいずれかの少なくとも一つには該当すると答えている。したがって、プロジ

ェクト期間内に活用されなかった機材についても、プロジェクト終了後なんらかの形で利用さ

れることが期待できる。 

なお、投入した機材に関する研修成果、利用実績さらにはC/Pによる知識の蓄積状況などに

ついては、次項で詳しく述べる。 

 

４－２－２ 研修による技術力の習得効果について 

本プロジェクトで移転対象とされた技術は情報技術のみでなく、研修運用技術、IT研修マネ

ージメント技術、教育的観点からの IT 活用技法なども含まれる。このうち、情報技術ならび

に教育的観点からの IT 活用技法は全てのテクニカルC/P ならびにターゲットグループに移転

されることが期待されるもので、研修運用技術、IT 研修マネージメント技術は全ての C/P に

移転されることが期待されるものであると言えよう。 

各C/Pが所属するセンターごとに、また各コースに受講生を参加させた学校ごとにもかなり

の差がみられ、さらに C/P や受講生の間にも個人差が見られるものの、以下に述べるように、

全体として本プロジェクトにおける技術移転は成功したと言える。 

技術内容別では、情報技術に関する技術移転がもっとも成功したと言え、教育的観点からの

IT 活用技法については、終了時評価ミッションがその重要性を説明して初めて納得する C/P

が見受けられるなど、十分移転がなされなかったといえる。 

 

(1) 成果ありと評価される理由 

調査の結果、C/P ならびにターゲットグループに研修などで技術を教え伝えるという行為の

みでなく、それら研修を受けた人が、その教え伝えられた技術を実際に活用し、自分のものと

する努力が明確に見られた。さらにこれらの研修を受けた人が、研修後も自助努力により知識

を増やす、あるいは仲間に知識を広めていくなどの活動が見られるセンター、学校あるいは個

人も多く、この点からも技術移転は成功していると言える。 

これらについての詳細は次項に述べることとし、ここではこのように技術移転が成功した理

由を検討する。 

第一に、技術移転の仕組みがうまく作用している。本プロジェクトにおける技術移転のメカ

ニズムを分析すると図１のようになる。 
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 図１  本プロジェクト における技術 移転のメカニ ズム  

 

まず機材供与、短期専門家によるC/P研修、本邦研修などを通じて、日本からC/Pへ技術移

転がはかられる（図中①から②）。この C/P を一次移転者と呼ぶと、この一次移転者から二次

移転者とも言うべき研修コースの受講生へ対象数が拡大されて移転される（図中②から③）。こ

こでの移転は主として、研修コース A、B、C ならびに WBT 教材を通しておこなわれる。こ

こまでは計画された trainers trainingの形である（図中太線の矢印）が、さらにこのプロジェ

クトにおいては、二次移転者が三次移転者と言うべき職場の同僚の教員に技術を移転されたこ

とが認められる（図中③から④）。しかも、かなりの一次移転者（C/P）は、同じ職場（NFEC）

の他のインストラクター（計画外一次移転者）にも移転をはかっている（図中②から⑤）。同時

に、プロジェクト計画外の研修コースなどで多数の計画外二次移転者も育てている（図中②か

ら⑥）。 

このように日本からC/Pへ直接移転された技術は、広義のターゲットグループへとうまく伝

達される仕組みとなった。なお、この他、計画外一次移転者から計画外二次移転者へ（図中⑤

から⑦）、計画外二次移転者から計画外三次移転者へ（図中⑥、⑦から⑧）の移転（図中破線の

矢印）がおこなわれたことも考えうるが、今回はそこまではフォローしなかった。 

第二に、技術移転の成功をもたらすような補助的な仕組みがあったこともあげられる。それ

は、研修終了後移転された技術をすぐに使わざるを得ない構造になっていることである。すな

わち、短期専門家による研修や本邦研修を受けたC/Pはその後近いうちに、自分が各コースで

研修の講師とならなければいけないことになっている。さらにその各コースの研修を受けた学

校の教員達も、多くは教室などで使うように設定されている。教えるという行為は移転された

ことを本当に自分のものとしなければならない強いプレッシャーとなる。このような仕組みが、

技術移転の成功を補助したと思われる。 

第三に、技術移転を受けた人の多くが、研修終了後かなりの知識を自学（インターネットや

本の利用のほか、友人に聞くなどを含む）によって増やしていることも、技術移転を成功に導

いている。このように自己学習によってかなりの知識を増やしたのは、ITに対する関心度が高

いためと、C/P もターゲットグループも、学校の教員あるいは訓練所のインストラクターなど

教育に携わっている人が多く、比較的向学心が高いためと思われる。 

①日本か

らの投入  

②一次移転者  

（C/P）  

③二次移転者 

（ターゲットグル

ープ）：３０００  

④三次移転者 

(学校の教師） ⑥計画外二次移転

者（NFEC における

他の コ ー ス 受講

者）：約３０００  

⑤計画外一次

移転者（NFEC

の他のインス

トラクター）  

⑧計画外二次

移転者から訓

練を受けた三

次移転者  

⑦計画外一次移

転者から訓練を受

けた計画外二次

移転者
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一方、前にも述べたように、本プロジェクトにおいてはプロジェクト開始前の計画に不備な

点がいくつか見受けられ、これが技術移転もふくめ、プロジェクト初期において、混乱や非効

率な事象を引き起こした。にもかかわらず、結果的に技術移転が成功した第四の要因として、

プロジェクト前半における長期専門家をはじめ、関係者の努力があげられる。とくに中間評価

時にPDMの改訂提案をふくめ、それまで関係者の間で徐々に練られてきたプロジェクトの内

容変更を明確にした功が大きいと判断される。 

 

(2) 数量的分析 

今回評価チームは、技術移転の結果の数量的把握を試みた。 

この調査は質問票、インタビューならびにモニタリング活動の結果を利用して行った。質問

票は日本から供与された機材ごとに、訓練、理解度、利用度、知識量などについて、日本から

機材を供与したセンターのテクニカルC/Pに対して事前に配布しておこなった。インタビュー

は、質問票を補う形で全てのテクニカルC/Pに対しておこなった。モニタリングはプロジェク

トチームがコースAとコースBの受講生に対しておこなったモニタリング活動の結果を活用し

た。 

数量的分析に用いたモデルは、前項「成果ありと評価される理由」の図１に示した、技術移

転の流れ（フロー）のメカニズムを用いた。 

この数量的分析に用いたモデルにおける、各プロセスに関する主な分析結果は次のとおりで

ある。 

日本から一次移転者（C/P）への技術移転プロセス（図中①から②）： 

１． 各機材について研修を受けた C/P の、受講内容の理解度（５段階評価）の平均値は、  

ハードウエアについては 3.58、ソフトウエアについては 3.41 であった。また、ソフトの中で

もOS（オペレーション・システム）に関するものは3.24であった。機材別には、理解度の低

いものとしては 2.0（ソフト機材のうちの一つ）、2.5（ソフト、ハード機材のうちのそれぞれ

一つ）、逆に高いものとしては4.3、4.2（共にハード機材）などがあった。 

２． 各機材について研修を受けた C/P のうち、その機材を講義などで実践的に利用したこ

とがある人の割合の平均値は、ハードウエアについては 69%、ソフトウエアについては 99%

であった。逆に一人も研修を受けなかったソフトについては、一人のC/Pも利用したことがな

いものが６割以上あった。 

３． プロジェクト期間全体で、C/P にとって研修によって増やすことのできた知識の量と、

研修後自己学習によってさらに増やすことのできた知識量の平均的な比は、個人によって70：

30 から 25：75 の間に分布したが、その単純平均は 48：52 であった。なお、割合が 100：0

すなわち研修以外、自己学習で知識をふやすことがなかったC/Pの数は0であった。 

４． また機材ごとについてみると、研修後自己学習によってさらに知識を増やしたC/Pの、

研修を受けた全C/Pに対する割合の平均値は、ハードウエアについては37%、ソフトウエアに

ついては96%であった。 

一次移転者から二次移転者（コース受講生）への技術移転プロセス（図中②から③）： 

５． 訓練を受けた二次移転者の数は3,000人であり、計画を達成した。 

二次移転者から三次移転者への技術移転プロセス（図中③から④）： 

６． 受講経験者のうち、コースAについては、75%の人が、コースBについては74%の人

が学校にもどってから仲間の教員に受講内容を教えた。 

一次移転者からNFECの計画外二次移転者への技術移転プロセス（図中②から⑤）： 
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７． 各機材について研修を受けた C/P のうち、その機材について仲間のインストラクター

に教えたことがある人の割合の平均値は、ハードウエアについては60%、ソフトウエアについ

ては81%であった。 

一次移転者から計画外二次移転者への技術移転プロセス（図中②から⑥）： 

８． C/Pがこのプロジェクトで移転された技術を用いて、プロジェクトで計画された以外の

訓練コースで受講生に教えた数の合計はおおよそ3,000人となった。なお、この数がおおよそ

であるのは、各C/Pが教えた計画外の受講生の数がきちんと管理されていないためである。 

 

(3) 数量的分析から読み取れること 

 残念ながら、同種の調査データがないので、他プロジェクトと比較して、本プロジェクト

の効率性や効果を論ずることはできないが、前項に記述した各項目について次のようなことが

言える。 

１． ハードウエアのほうがソフトウエアよりも研修における理解度が高かった。またソフ

トの中でも、OS に関する研修は理解度が低かった。この違いが生まれる理由としては、同じ

ソフトでも、アプリケーションソフトは使い方を習得することが期待されて、使い方を主体と

した研修をするため実感がつかみやすいのに対して、OS は仕組みを理解する必要があり、シ

ステム的な思考を多く必要とするために生じた可能性がある。しかしながら、教材の質、講師

の教え方、研修期間なども理解度の高低を左右するので、一概にはいえない。これらの要素に

ついては、今後他プロジェクトでも同様な調査を行い、この種のデータを比較することによっ

て、ある程度プロジェクト毎の技術移転の比較を行うことができる。そうすることにより効率

を高める研修計画の策定に結びつけることができると期待される。（５項目評価の効率性に関

連） 

２． 各機材を実践で使ったかという点から活用度を測ると、研修によって移転されたソフ

トウエア技術の活用度は極めて高かった。逆に研修を行わなかったソフトの活用度はかなり低

く、今後の機材供与と研修の組み合わせの参考となろう。（５項目評価の効率性に関連） 

３． 研修で得た知識量とその後自己学習によって得た知識の量が拮抗するということは、

C/Pの向学心は高かったと考えられる。今後、C/Pに自立発展力をつける計画の参考になろう。

（５項目評価の自立発展性に関連） 

４． ソフトウエアはハードウエアと比較して、研修後、自己学習によって新たに知識を増

やす余地が圧倒的に多かった。これはアプリケーションソフトを研修後に実際に使うことが多

かったためと思われる。今後の研修と利用を促す仕組みの組み合わせの参考となろう。ただ本

プロジェクトにおいては、他のコースよりもハードについて学習する点が多いコースCの開発

の遅れが、結果的にハードは研修後自己学習によって増やした知識が相対的に少ないというこ

とになった可能性もある。（５項目評価の効率性に関連） 

５． 受講生3,000人という数字は、計画値であり、その計画値が満たされたということは、

評価される。（５項目評価の有効性に関連） 

６． 受講生のおよそ四分の三が、職場に戻ってから仲間に教えたということは、ターゲッ

トグループの中に移転された技術に対するニーズが高かったと言えよう。（５項目評価の妥当

性ならびにインパクトに関連） 

７． 同様に、訓練を受けた C/P の三分の二程度が、職場に戻ってから仲間に教えたという

ことも、移転された技術に対するニーズがあったと言えよう。（５項目評価の妥当性に関連） 

８． 計画外の受講生の数が、計画の受講生の数とほぼ同じということから、技術移転は計
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画よりもかなり早いスピードで拡散していると言える。（５項目評価のインパクトに関連） 

 

なお、今回の調査データを用いて、このほか例えばC/Pが研修の前に知識を有していたか否

かによって、研修の理解度、自己学習意欲、利用度、増加した知識などに差異がでるかなどを

測ることができる。それらを分析することにより、今後のプロジェクトにおいて、移転技術の

内容とC/Pの力量の組み合わせを選択するための指標のようなものが得られる可能性がある。 

これらを含めて、このような技術移転効果の数量的分析は、１、２回の調査で一般的な結論

を導き出すことは困難であり、長期的に検討に取り組む価値があると思われる。 

 

４－２－３ 今後の機材の維持管理、教材開発、成果の普及について 

今後の機材の維持管理については、タイ側において予算が確保され、その点での問題はない

と考えられる。また実際面においても、今後もコースBならびにコースC用に、同じ機材の活

用が予定されていることから、おのずと維持管理がなされると考えられる。 

一方では、前にも述べたように、ネットワーク構築、運用、管理に関して研修することにな

っているコースCの展開が遅れている。このため、タイ側提供機材の大幅な遅れとあいまって、

テクニカル C/P が機材の維持管理について十分な技術知識や経験を有していないことになり、

原則自力による維持管理はしばらくのあいだ期待できない。その間は業者による維持管理が続

くと考えられる。しかしながら前項で述べたように、テクニカルC/Pの自己学習による知識習

得傾向が強いこと、及びC/P間での技術移転がみられること、さらにタイ側提供機材が搬入さ

れたことなどから、プロジェクト終了までの関係者の努力によって、自力による維持管理に必

要なある程度の技術知識や経験が積まれるものと期待できる点もある。さらにプロジェクト終

了後のタイの継続的な活動も期待するところであるが、これについては「４－４ タイにおけ

る成果展開の取組み」にて述べる。 

教材開発については、今後コースCの教材の改訂が予定されている。このコースCについて

は、 NFEC における訓練回数も少なく、技術移転が十分達成されているとは言いがたい。し

かしながら、日本から一次移転者への移転は完了し、一次移転者から二次移転者への移転の車

は回り始めている。また、タイ側機材供給サイトでの機材設置もまもなく予定されていること

から、今後は特にコースCの立ち上げ、ならびに実施経験に基づく改良などがなされることが

期待される。 

WBT については、コースC よりもさらに進捗は遅いが、日本からの投入はほぼ完了し、現

在一次移転者の間で実際に用いる教材作成による技術の蓄積が図られているところである。プ

ロジェクト期間中に計画された四つの教材が完成されることが期待される。また、教材の完成

次第、ネットワークの整備状況に応じて、ネットワーク利用、サーバー利用、CD-ROM 配布

など適当な手段を選択し、WBT 教材が活用されることを期待する。なお、LMS については、

既に開発済みであり、CD-ROM に教材と共に書き込み配布して利用することも可能な状況に

ある。少しでも広い範囲で活用されることを期待する。 

計画された受講生の数は既に達成され、その数はコースCを中心にプロジェクト終了時まで

にはさらに増えると予想される。さらに、前項でも述べたように、計画外の受講生の数が、計

画の受講生の数とほぼ同じということから、成果の普及については、今後も順調に進むものと

期待される。ただし、コースCとWBTに関してはその成果が普及するためには、当分の間引

き続き関係者のそれなりの努力が必要である。 
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４－２－４ 中間評価時の提案項目の状況について 

(1) 改善が認められる項目 

・ 長期専門家を中心とした技術移転の一貫性の確保について（本プロジェクト中間評価報 

告書、「３－４ 技術移転分析」に記された仮説５関連、以下同じ） 

中間評価後、タイ側の主要なC/Pも入れたプロジェクトチームが主導して研修方針をたてる

ようになった。具体的には、まずコースBの確立を優先するという方針をたて、それにしたが

って、短期専門家の派遣回数を減らし（改定前PDMでは年６－１２人とあるのを、最新PDM

では 5 人に減らした）、その分プロジェクト内での研修を増やした。また鳴門教育大学での研

修をとりやめて、OICでの研修に変更した。（OICの方が、コースBのために実践的に役立つ

カリキュラムが整っているため） 

・ カリキュラム開発仕様の基本思想が不明確であることについて（仮説6関連） 

中間評価調査の結果を受け、プロジェクトチームはPDMの改訂を行いカリキュラムの構成、

ターゲットなどを明確にした。 

・ C/Pへの技術移転の質的評価について（仮説８関連） 

「４－２－２ 研修による技術力の習得効果について」で述べたように、今回の終了時評価

において、技術移転の数量的分析を導入し質的ならびに客観的評価を試みた。 

・ タイ側の機材の導入がなされていないことについて（仮説１１関連） 

あいかわらず導入は遅れ続け、終了時評価開始時点では状況に変化はなかった。しかしなが

ら、評価期間中に機材が搬入され始めた。そのため評価期間中に機材の設置などを確認するこ

とはできなかったが、これまで類似の機材あるいは借用機材などを用いて、コースを実施した

経験を有することから、これらタイ側提供の機材を設置し使用できる状況にするのに、大きな

問題はないと考えられる。 

・ コースCをLINUXベースとすることについて（仮説２，７関連） 

 中間評価において、いろいろ検討したが、当初予定通り、LINUX で行うことが提案され

た。その後もLINUXベースのトライアルテキスト作成まで進んだので、そのこと自体特に問

題とすべきことはない。 

しかしながら、WINDOWS ベースをどうするかは、いまだに課題である。それについて、

タイ側には将来WINDOWSベースのコースを作る考えもあることが判明したので、解決の可

能性が見出せた。ただし、プロジェクトとしては、まずは現在進めている、LINUX ベースの

テキストやカリキュラムの確立を目指すことにしている。 

 

(2) 改善が認められない項目 

・ 機材の利用実績について（仮説１，３関連） 

中間評価で指摘された、使用実績のない機材はそのまま存在する。これは主として先に指摘

した初期の計画の不備によるものと考えられる。しかしながら、前にも述べたように、プロジ

ェクト終了後も含めて、これらもなんらかの形で利用されることが期待できる。 

なお、中間評価で提案された、当面使う見込みのないソフトのアンインストールについては

実施された跡はみられない。しかしながら、C/P に複雑さに対する慣れができてきたせいか、

当初ほど不安、不満はなくなったようである。 

・ 受講した教員の教育方法に改善がみられたかについて（仮説９関連） 

教育的観点からの IT 活用技法については、終了時評価ミッションがその重要性を説明して

初めて納得するC/Pが見受けられるなど、あまり移転がなされなかったといえる。 
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・ タイ側C/Pの時間が十分確保されるようにすること（仮説１２関連） 

タイ側C/Pのフルタイムのアサインはほとんどなされなかった。特にバンコクセンターにお

ける慢性的なC/Pの時間不足は、ほとんど改善が認められなかった。 

 

４－３ タイにおける基礎教育と ICTについて 

４－３－１ タイの基礎教育における研修効果と資格認定 

モニタリング、質問紙等の調査結果では、すでに指摘されているように、「受講生の研修後に

おける学ぶ意欲」が認められ、インストラクターの力量についても、開発後間もない「コース

Ｃ」を除いて、高い評価が与えられている。つまり、概して、研修の「効果」は高いことがう

かがえる。 

しかし、「効果」は、「研修」が何を目的に、どのような「内容」と「方法」で実施されたか

に大きく依存することは、いうまでもない。経済的に豊かで行ってみたい国の上位を占める日

本が協力し、高価で豊富な供与機材を使った研修が、大方の受講者にとって初めての機会であ

れば、「新奇性効果」（Novelty Effect）が必ず調査結果に現れることは、良く知られている。

それだけに、この「新奇性効果」を考慮した、「目標」に見合った「効果」の有無あるいは高い

か低いかの判断を行うことが必要である。初心者にとってもっとも重要で妥当及び適切な「目

標」として、「協力すること(cooperation)、あるいは、共同すること(Collaborations)が重要で

あることを態度で示す」など、「意欲」を含む「態度の形成」に関する記述は、「モバイルコー

ス」を含む「コースＡ」「コースB」「コースC」の「目標」には、認められない。したがって、

「学ぶ意欲」に高い評価結果が示されたことは、「新奇性効果」を含み、かつ、担当したインス

トラクターの熱意の反映でもあると考えて良い。 

また、「内容」は、供与されたソフトウェアの機能と操作方法を習得することに主眼が置かれ

ていて、日常の教育活動を実施していて受講者が困難と感じ、より良い教育方法や教育内容を

高度化するために「メディア」を使う、言い換えれば、「メディアの選択」「機能の選択的利用」

という、「授業設計」の基本的な観点に乏しいように思える。そして「内容」は、インストラク

ターの力量によるところが大きいが、彼らあるいは受講者の身近な日常経験により強く関連す

る内容を豊富に取り入れることによって「support」（p. 2, Course B Information Delivery）を

超えた「support and enhance」 となることが期待される。 

一方、「方法」については、特に導入である「コースA」にこそ、受講者に事前の連絡をとっ

て、実際に使っている手書きなどの文書、成績一覧、校内あるいは教室内図書一覧など具体的

なデータを持参させるなど、受講する前段階からの「意欲の喚起」を求めることが重要である

と考えられる。それによって、受講者は ICT の活用の利点を「実感」することができ、「好ま

しい態度の形成」が、いっそう期待できる。また、いずれのコースの参加者にも、すでにある

程度の知識と技能など備えている者もいる。その結果、インストラクターの力量をむやみに批

判してみたりすることがあり、調査結果に反映したりする。こうした経験者を講座の補助者に

積極的に登用し活用することも、受講者が講座修了後自らの学校等で同種の講座を企画し運営

する基礎となり、また、講座をいっそう受講者の側に引き寄せ、内容の充実を高める効果をも

たらせる。こうした観点を強く意識した「コース」は、民間の講座や市販されている「マニュ

アル」と、本プロジェクトの「コース」及び「Workbook」「Text」の違いを、今後いっそう際

立たせることとなる。 

後に指摘するように、ICT の活用領域は多様である。したがって、資格認定に当たっては、

例えば、「受講後 10 時間の自己研修をもって、資格を授与する」など、「継続的な自己研修の
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必要性」を明記するなど、考慮する必要がある。これは、受講者の知識と技能を実際の授業等

教育場面に適用などする機会を受講者に求めることになり、研修で得られた知識と技能を確か

なものとするだけではなく、開発途上国の教師教育で問題として取り上げられることが多い「校

内研修の充実」「自己研修の実施」に、大いに寄与することになるに違いない。 

なお、タイ国における「基礎教育」とは、幼稚園教育と初等中等教育の高等学校までの教育

である。このうち、特に、年齢の 7歳から 16歳までがいわゆる義務教育である。また、コン

ピュータ機器の学校への導入は、教育省によって、すべての学校に１、２台を標準とされてい

る。そして、「コンピュータリテラシー教育」(Computer Literacy Curriculum)は、同じく教

育省により、小学校の第一年次生からの導入が決められているが、電力事情等の悪い地方では、

必ずしも実施されているわけではない。 

なおまた、アジア太平洋地域では、2003年以来、「ICT-Pedagogy Integration」がコンピュ

ータ等に関わる緊急の課題であり、いわゆる「教育方法」としてのコンピュータの活用が推進

されている。 

 

４－３－２ タイの基礎教育でのWBT教材制作と活用 

本プロジェクト「中間評価」報告書（平成１５年２月）によれば、「WBT 教材については、

若干の遅れがあるものの、基礎的な技術移転は行われており、現在、実際の開発を行っている

ところである」（p. 8）「WBT教材の作成については、まだ成果レベルでの実績を評価する段階

ではないが、技術移転等、ほぼ順調に活動を行っている」（p. 11）と記されている。その上で、

関連４機関、つまり、教育省基礎教育局教育学習技術部、同教育新機軸開発部、同理論教育標

準部及び国立教育技術機構の参画（p. 20）と、プロジェクトの成果として、教育におけるWBT

利用方法を確立・明確化され広報されること(p. 19)を、それぞれ求めている。 

「基礎的な技術移転が行われている」ことが、主たる開発担当予定者の日本への派遣と、短

期専門家によるセミナーの実施（派遣期間は、平成１４年１２月１２日から平成１５年１月９

日）とを意味し、一方、「利用方法が確立・明確化され広報される」ことが、セミナー参加者に

対し開発の手順と詳細スペックが提示されることと「WBT Glossary」の出版とをするとすれ

ば、確かに「技術移転は行われている」ということができよう。しかし、日本へ派遣された当

人の帰国後の活動、Glossaryの配布とこれを読み解くセミナーの開催などによって、いっそう

質の高い「技術移転」と「広報」が期待されるに違いない。 

また、モデル地域の主として初等・中等教育の教員の「Capacity Building」が本プロジェク

トの目的である限り、日常の授業に基づく「学習者の誤答分析」が先ず求められることと、教

師が自らの教室授業を振り返る「授業分析」とが、開発工程と開発手法の基礎･基本に、明確に

位置づけられている必要であると考えられる。ただし、このことは、開発途上国の教員を対象

とした多くの一般的研修の内容に言えることであり、日本の教員に対しても、これらの重要性

を指摘してもし過ぎることはない。 

 

４－３－３ タイの基礎教育での ICT活用について 

ICT を教育の分野で活用する意義は、単に、知識と技能の伝達にとどまるものではなく、学

ぶ楽しさを児童生徒に伝えられる教師を作る努力の一つであり、そのことによって、児童生徒

の学習意欲も向上するという、研修を企画し実施する本質的な考え方が必要である。 

教育に ICTを活用することは、 

(1) 会計処理、文書処理、物品管理処理など教育における事務処理をシステム化し、事務    
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処理を効率化し高度化すること、 

(2) 教育の内容と方法を効率化し、改善すること、 

(3) 授業設計に関する力量形成を促進すること、 

(4) 図書室あるいは図書館業務を効率化し高度化すること、 

(5) 自己研修のための態度形成をすること、 

(6) カウンセリングを含む生徒指導と職業指導を高度化すること、 

(7) テスト問題作成、評価等を効率化、高度化すること、 

(8) 教材等提示を効率化、高度化すること、 

(9) 学習者データを管理するなど授業運営を効率化、高度化すること、 

(10) コンピュータ等ＩＣＴに慣れ親しむ態度を形成すること、 

(11) コンピュータ科学とプログラミング 

(12) 学校あるいは教育機関等のネットワーク化と情報交換 

(13) ＣＡＩなどがある。 

開発されたコースは、それぞれ５日間（コース A）と 10日間（コース B、コース C）を基

準として実施されている。これら３つのコースで、すべてを網羅することは不可能であり、ICT

だけが「メディア」ではない。むしろ、貧富の差が際立っていることが特徴の一つでもある開

発途上国では、ICTは、コンピュータやインターネットのみではなく、単体として活用される

テープレコーダ、CD プレーヤ、ラジオ、テレビも「ICT」に含めて考えることが、現実的で

あり実情に即しているという考え方が支配的である。また、何よりも、教師の力量の重要な一

つ「授業設計」においては、ICTのみならず印刷教材、投影教材など多様なメディアを、教授

目標、内容及び方法、児童生徒の性格を含む実態、教室や設備等の教授環境に応じて、取捨選

択し最適に組み合わせて活用することの重要性が指摘されているし、途上国においては、「人工

的なメディア」の活用よりも、豊かな自然環境を効果的に授業内容と方法に取り入れる努力が、

教育をいっそう身近な楽しくする要因であることは、疑う余地がない。 

 

４－３－４ タイの基礎教育での ICT教育について 

ICTに関する教育は、タイ国においては、小学校３年生から実施されているという。 

Appleコンピュータで実用化されWindows3.1を経てWindows98に精選されながら受け継

がれてきた「アイコン」を武器にした入力等インターフェイスは、今後は、キーボードの入力

ではなく、「バリヤフリー」(barrier-free)の思想や「人権」「男女共同参画」など途上国のみで

はなく先進国においても今日的かつ社会的な課題に後押しされて、音声認識の技術を使った、

より我々の日常生活の五感を補完し支援する「道具」（tool）となっていく。 

今日、ICT は、強力な「相互作用」（interactive）を特徴とする「マルチメディア」の特徴

を軸に、これらを放送と通信の融合つまり「ネットワーク」で充実させ、「制御」（control and 

sensor technology）と「デザイン」(design and layout technology)の能力形成へと向かいつつ

ある。前者を代表する成果は、論理的な思考力に基づく質の高い「プログラミング」であり、

後者のそれは、一人ひとりが違って当たり前を是とする、教師と児童生徒一人ひとりの「自己

発見」(identity)と「感性」の発展である。そこには、正確に安全に動くか動かせるか、測れる

か、機能するかと、概して見栄えが良いか、ともに、自分が関わることによる「喜び」と「満

足」である。 

アジア・太平洋地域に60%以上占める開発途上国では、職に就くため「技術を手に入れる」

ことが最優先課題の一つであり、「タイ国ＩＣＴマスタープラン」の背景にあるように、依然と
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して「科学教育」「技術教育」が、ICT 教育（情報技術教育）と並んで教育の中核に置かれて

いる。 

しかし、たびたび指摘しているように、単に技術と知識を習得すれば良いというものではな

い。「不確実」「不透明」の時代にあって、3 ヶ月も経てば、ハードウェア、ソフトウェアは、

獲得した「情報」とともに陳腐化する。 

豊かな情報環境の中から、ものごとの本質を見抜こうとする習慣を、教師も児童生徒も、い

かに身に付けるか。 情報教育は、メディアの教育へ向かっている。メディアを批判的に見る

能力の形成である。 

 

４－３－５ モデルと成果 

「情報格差」（Digital Divide）の解消は、社会、経済、文化、そして、家庭と学校及び地域

への急速なまでの ICT の普及と、これらを支える教育改革への ICT に対する過大なまでの期

待は、「情報化社会」「知識社会」を健全に（sound）を標榜する限り、また限られた人的及び

物的資源と予算とで、いっそう効果的かつ効率的な成果をあげるためには、「モデル」は重要な

方法概念である。「モデル」で得られた成果は、要素の水準を同じにする他に転用できるからで

ある。 

バンコクは別にしてプロジェクトサイトを５つの「行政地域」に一つずつ設けたのは、単な

る「地理的」条件を配置した結果であったとしても、それぞれの地域で得られた個別的な知見

は、同じ「地理的」条件を有する、国を超えた普及に本プロジェクトが役立つことを期待させ

る。しかし、相違（Disparity）と多様性（Diversity）が、アジア地域の発展と普及に影響を

与える要因であることは、よく知られている。そして、地理的要因は前者の一つでしかない。

したがって、前者に含まれる地理的条件の外、経済、技術、教育、教師、政治的な各発展段階

を、後者には文化、言語、宗教、人種、社会システム、教育システムの各要因を、それぞれ上

中下あるいは高中低のようにレベルを配慮した「モデル」が構想できる。こうした要因を組み

込むことによって考えられた「モデル」から得られた知見であれば、よりいっそう効果的、効

率的な技術等移転が、科学的に達成できると考えられる。 

特に、マルチメディア教材制作を主とする「コースB」に取り込まれたあるいは今後取り込

まれるであろうそれぞれ受講生が作成し利用する映像や画像資料は地域特有であることが期待

され、マルチメディアの制作過程と「コースB」の成果は、グローバル化の時代にあって、「地

域の智恵」（Indigenous/Local wisdom）の重要性を、いっそう高める役割を担う。受講者には、

こうした「新たな時代の教育の発展に自分が直接関わっている」という実感と自覚及び意欲を

与える必要があろう。教育の改善に関わる「実感」「自覚」「意欲」は、「コースB」のみならず

「コースA」「コースC」の重要な目標であるに違いない。 

授業、運営など教育の質を高め、校長をはじめとする管理職と実際の授業に関わる教師によ

る授業の質を高め、生徒の意欲を引き出せるそうした校長と教師をどう育てていくか、「改革の

本質」に向き合うことこそが、プロジェクトが終了してからの第一歩、持続可能性を確かにす

る第一歩であり、今が正念場である。 

 

 

４－４ タイにおける成果展開の取組み 

４－４－１ Feasibility Study及びAction Planについて 

タイ国教育省では、本プロジェクトの終了後の教育における IT 活用普及を見据えて、終了
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時評価開始前にFeasibility Studyを実施した。このFeasibility Studyでタイ国内での教育に

おける IT 活用普及に関する readiness に見通しを得た同教育省は、構想を具体化するため、

「Action Plan of ICT Development for Teaching and Learning」という題目のアクション・

プランを作成中である。 

このアクション・プラン案は、教育省内の基礎教育局（OBEC=Office of the Basic Education 

Commission）が、提案しているもので、2005年の始めに教育省にて承認される見込みである。

アクション・プラン案においては、具体的な展開方法、体制、予算措置も明記されており、こ

れが承認されれば、タイにおける成果展開はほぼ確実なものとなると予想される。 

なお、アクション・プラン案においては本プロジェクトで開発されたコースBとコースCの

継続的な活用による普及がうたわれている。そのうちコースBについては、これまでの経験の

蓄積があり、特段の問題はないと考えられる。一方コースCについては、今後もテキストの改

訂を必要とする上、コースを担当できるC/Pの数がまだ限られている。C/Pに対するアンケー

トからも、コースCに関するインストラクターとしての能力が他のコースと比べて相対的に低

いなど、まだ完成の域を出ていない。プロジェクト終了時までの期間とそれ以降も、これらの

点を補強し、本プロジェクトの終了後のタイにおける成果展開をスムーズなものとできるよう

にする必要がある。 

また、第 3章にあるように、これまでプロジェクト実施中、教育における IT 活用技法につ

いては十分移転がなされなかったが、全国展開を行うにあたっては、この点も重要性が増して

くる。さらに、本プロジェクトの実施期間中には、地域の特性を考慮した教育方法の最適化を

考えるような指導がなされていなかった。今後の全国展開に向けては、この点の考慮も重要と

なってこよう。 

 

４－４－２ プロジェクト成果の全国展開に向けた体制について 

これまで本プロジェクトにおけるタイ側の参加組織は複数の省庁にまたがり、必ずしもスム

ーズでなかった点も見受けられた。しかし、今後アクション・プランの提案もとであるOBEC

が中心になり、主に小中学校の教師を対象に、教育での IT 活用普及活動がすすめられれば、

プロジェクト終了後の上位目標達成に向けて、着実に歩みだすものと期待される。 

アクション・プラン案によれば、そのための体制は、次のように整理されている。すなわち、

プロジェクト終了後はこれまでNFECにおいて行われてきたコースBならびにコースCの研

修を、まずこれらのNFECにおいてOBECの教員に対して行い、さらにコースBについては

８０のEducational Service Area (ESA)において、またコースCについては４０のESAにお

いて、学校の教員を対象に展開されることになる。 

前にも述べたように、研修運用技術、IT 研修マネージメント技術は全ての C/P に移転され

ることが期待されるものである。しかしながら実態は、バンコクセンターのC/Pの数が慢性的

に不足していたこともあり、ノウハウの多くは実際に研修を行った NFEC の C/P に蓄積され

た。一方アクション・プランによれば、プロジェクト終了後コースBならびにコースCの研修

は、ESAを中心に展開されることになる。したがって、プロジェクト終了後の全国展開におい

ては、情報技術のみでなく、これら研修運用技術、IT 研修マネージメント技術についても、

NFEC のC/P からOBEC ならびにESA の関係者に移転がはかられるようにしていく必要が

ある。 

技術移転のメカニズムとして、研修を受講した教員が研修後、学校において同僚に研修内容

を教え、その同僚がさらに仲間に教えていくというような体制が整えば全国展開のスピードを
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速めることができる。「４．２．２ 研修による技術力の習得効果について」で述べたように、

このような体制が自然発生的にできつつある。したがって、このような三次移転者、四次移転

者を生んでいくような体制を確立することはさほど難しいことではないと思われ、タイ側の努

力を期待したい。 

なお、これらを含めて、プロジェクトの上位目標である、今後の全国展開をはかっていく上

で、必要に応じてわが国からの個別専門家の派遣などによりフォローアップし、効率をあげる

支援をすることも、一案と考えられる。 

 

４－４－３ プロジェクトの投入及び成果の有効活用について 

上述のように、アクション・プラン案においては、本プロジェクトで開発されたコースBな

らびにコースCの利用が、予算措置とともに明記されている。したがって、このアクション・

プラン案が承認された後は、これらのコースは継続して進められると考えられる。また、WBT

については、e-ラーニングのためのモデル校に向けて会合を開く、とふれられている。 

アクション・プランの立案責任者であるOBECのDr. Suwatによると、プランを実施する

にあたっては、五つのNFEC の ITEｄセンターにいるC/P は、継続してこれらのコースを教

える役目を果たし、バンコクセンターのC/Pは、キーとなる教員に対して訓練を行うインスト

ラクターとして活用したい意向である。 

また、機材については今後も同じ場所に配置し、OBECの教員に対する研修を中心に、継続

して活用する意向である。 

なお、このようなプロジェクトの投入及び成果の有効活用をはかる上で、教育用ネットワー

クの高速化や整備も重要な課題である。それがなされればWBT の利用が促進されるのみでな

く、ネットワーク利用の IT能力開発訓練も期待できる。現在MOENetという教育用ネットワ

ークを構築中であるが、その容量はかならずしもマルチメディア対応としては十分ではなく、

一層の大容量化が望まれる。 

さらに、ネットワークを整備することが当面困難な地域については、MOBILE コースの活

用が、教育における普及をもたらすことになろう。ただし、本プロジェクトで開発された

MOBILEコースは、コースA用であるため、これをコースB、C用に展開する必要がある。 

 

 

４－５ 結論 

本プロジェクトは、タイ政府の開発政策と初等学校・中等学校の教員の ICTニーズとの整合

性があり、またわが国の援助方針との整合性もある。 

プロジェクト目標は、その大半を達成しつつある。そして、本プロジェクトにより発現した

インパクトもある。自立発展性に関しては、現在、教育省が準備している行動計画が実施に移

されれば、政策的、財政的、技術的な自立発展性が確保されるものと期待される。  

 

教育省の関係職員やカウンターパートとの意見交換や議論、また評価チームが行った調査結

果に基づき述べると、本プロジェクトは、プロジェクト期間中にその目標をほぼ達成すると言

える。したがって、合同評価チームは、本JICA協力は予定通り2005年2月28日に終了する

ものであるとの結論に至った。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

５－１－１ 残りのプロジェクト期間の活動に対する提言 

研修コースCのカリキュラム・内容の仕上げとコースCを担当するインストラクターの能力

向上を図ること、そして残り3種類のWBT教材の完成をプロジェクト終了時までに終えるこ

と。 

 

５－１－２ プロジェクト終了後についての提言 

(1) 研修コースA、B、Cを担当する者は、次のようにすべきである。 

1) 研修参加者に対し、教材作成においては、参加者の日常生活に関わる実際の状況や環境

を含んだ事例を利用するよう奨励（指導）すること。 

2) 参加者の教える技能の向上意欲を高め、参加者が働く学校において同様の研修コースを

行うように図ること。 

3) 参加者が日常の教育活動（マネージメントや授業状況）で抱えている教育問題の統合化

を試みること。 

4) 参加者に日常の実際にある状況や取り巻く環境を考慮させること。 

5) 元受講者で経験豊富な人をインストラクター補助として招き、研修コース内容や研修コ

ース自体を参加者自身のものとして認識させること。 

 

(2) インストラクターは、研修コースA、B、C用のテキストやワークブックなどの教材を、

各地域の実情に合わせることに留意しつつ利用すること。また、本プロジェクトで調達した

機材の最適利用を図ること。 

 

(3) 研修コースの効果的・効率的実施の観点から、できるだけ同じ水準の知識・技能を持つ参

加者を選定すること。 

 

(4) 「研修コース修了証」は、条件を付けた上で渡すべきである。例えば、研修終了後にある

一定時間の自習を行うことを参加者に義務づけるといった方法で。 

 

(5) WBT 教材については、通信インフラの整備進捗に応じて、CD-ROM での配布、あるい

はブロードバンドの利用など、適切な方法を選ぶべきである。 

 

(6) タイ教育省が作成を進めている行動計画案が、教育省によって承認されることが見込まれ

ている。承認されれば、ESAや学校からキーとなる人材が選ばれ、その人材がインストラク

ターとなるため、研修コースBとCの内容について技術移転が行われる。その際には、本プ

ロジェクトの研修コースを受講した教員を活用すべきである。さらに、バンコクセンターの

役割と組織体制、そして5カ所のNFECの役割も明確に定義すべきである。 

 

５－１－３ その他の提言 

「４－２－２ 研修による技術力の習得効果について」で述べたように、今回の終了時評価
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で試行的に導入した数量的分析は、技術移転の観点からプロジェクトの評価を客観化する、あ

るいは測定手法の定式化をはかるのに有効と考えられる。これにより、技術移転の効果、効率

などの客観的、論理的な評価方法と、あらたな計画への反映方法が確立されていくと思われる。

当然ながら１、２回の試行的な調査で一般的な結論を導き出すことは困難であり、長期的にこ

のような技術移転の数量的分析の検討に取り組む価値があると思われる。 

一言で技術移転の数量的分析といっても、移転される技術分野の範囲は広く、その分野や内

容によって分析方法はかなり異なると想像される。そこで、今回の評価調査を踏まえて、まず

は IT にフォーカスした技術移転の数量的分析、測定手法の定式化、客観的、論理的な評価方

法を検討し、しかる後に、より一般化された手法を検討することを提言する。 

 

また、IT のように技術進歩の早い分野のプロジェクトにおける、実施計画、技術移転計画、

機材供与の方法について検討することも提言する。具体的には、プロジェクト期間中でも刻々

と変化していくような技術の最新性に、どのように対応していくか、また途上国においてすで

に普及している機材と最新技術を活用した機材のギャップをどのように埋めていくかが大きな

検討課題である。またその他、IT分野に独特な検討課題として、オープンソース・ソフトウエ

アについてどのように対処していくか、世界的に複数の標準が存在することに対してどのよう

に対処していくかなど、基本的な課題がある。これらについても含めて、検討することが望ま

しい。 

 

５－２ 教訓 

(1) プロジェクト形成について 

プロジェクト活動を含むプロジェクト計画においては、プロジェクト開始時には詳細な計画

を作成する必要がある。詳細な計画が作成されていれば、短期派遣日本人専門家の派遣のタイ

ミングや機材の仕様等がより整合性のあるものになったであろう。技術進歩の早い IT 分野に

おいては、何年間も当初の計画どおりことが運ぶとは思えないが、すくなくとも設計思想が明

確になっていれば、状況の変化に応じて実行を修正していくことは比較的容易で、変更によっ

て効率性が阻害されることは少ない。 

 

(2) 関係機関の役割と参加 

このプロジェクトには、いろいろな機関・部署が関わっている。教育省内の部署としては、

官房局（Office of Permanent Secretary）、ICT部（Bureau of ICT）、生涯教育部（Bureau of 

Non-Formal Education）、基礎教育局（Office of the Basic Education Commission）、また、

科学技術環境省傘下のNECTECも関わっている。これら関係機関・部署それぞれの役割を明

確にすることと積極的な参画を確保することが必要であった。 

 

(3) 中間評価 

プロジェクトの問題点を指摘し、プロジェクトの残り期間の活動を修正するためには、適切

かつ詳細な中間評価を実施することが重要である。本プロジェクトでは、中間評価において、

プロジェクトの実態に即した形でのPDMの修正について提言を行ったことにより、上位目標、

プロジェクト目標、成果及び活動の明確化が行われた。 
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(4) 進捗管理について 

本プロジェクトにおいては、C/P毎あるいは各センター毎の技術移転進捗管理がなされてい

なかったが、これがなされていれば、一層の技術移転がはかられたと考えられる。技術移転に

関する教訓として残したい。 

 

(5) 地方サイトの機材整備について 

今回は、５つの地方サイトの機材を整備するにあたり、３つのサイトの機材を日本側が整備

し、残りの２つのサイトの機材をタイ側が整備するという形で分担をして実施した。タイ側の

整備は、予算措置や調達の都合などで遅れたが、機材の遅れをカバーして、積極的にできる範

囲の活動を実施した。このように、機材整備の分担をしたことで、タイ側のオーナーシップの

向上につながったと思われる。 
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第６章 プロジェクト終了時までの活動 

 

プロジェクト終了時までの活動として、タイ側との間で確認した事項は、以下のとおりであ

る。 

 

(1) 教育訓練コースB（Information Delivery）について、短期専門家派遣により、修正を実

施する。 

(2) 地方の生涯教育センター（NFEC）において、教育訓練コースC（システム・マネージメ

ント）を実施する。 

(3) タイ語、理科、数学に関するWBT教材の制作を実施する。 

(4) プロジェクト期間終了後において、タイ教育省が独自で成果を拡大していけるように、必

要な準備を行う。 
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第７章 調査団所感 

 

このプロジェクトは、2002 年 3 月に開始されたが、当初活動内容に具体性を欠く部

分があり、プロジェクトチームが研修コースなどの活動を具体化し実施してきた。中間

地点までは先行き不透明な部分もあったが、2003 年 11 月の中間評価を機に、プロジェ

クト計画をしっかり見直し、その後は具体化した計画に沿って着実に活動をしてきた。

本終了時評価で目標達成と自立発展の見通しが得られたことは大きな喜びである。 

最終的に成功裏に終了する見通しが得られた要因と、案件形成時の問題について、繰

り返しになるが、今後のために所感として述べる。 

 

最終的な成功要因 

(1) 基礎教育局（教育技術部）がオーナーシップを持って、プロジェクト成果普及の

ためのアクションプランを策定中であること。(2004 年 10 月以降) 

(2) 教育省の中で、２つの局が本プロジェクトを機に有機的な協力関係を築いたこと。

本年 4 月の JCC（Joint Coordinating Committee）の頃から、従来のカウンターパ

ートである官房局に加えて、基礎教育局の積極的な参画が得られた。 

(3) プロジェクトの自立発展には(2)のことが不可欠であると、プロジェクト専門家が

教育省の上層部に粘り強く働きかけたこと。 

(4) 機材の維持管理に関して保守契約を導入し、当初は日本側が負担したものの、徐々

にタイ側の負担を増やし、2005 年 1 月からは全額タイ側負担としたこと。 

(5) ５地方サイトのうち、２サイト（ラチャブリとチョンブリ）についてタイ側が機

材を負担することとしていた。機材の導入は遅れたが実現はしており、タイ側の主

体性が確保できたと思う。 

 

案件形成時の問題 

(1) プロジェクトの目標、成果までは設定されていたが、R/D にも PO（Plan of 

Operation；活動のスケジュール表に相当）が添付されていなかったように、それを

実現する具体的な活動が定まっていなかった。プロジェクト開始後に活動を具体化

するとしても、多くの成果を達成するための活動を誰がいつ決めるか具体的ではな

かった。 

(2) 具体的な活動が決まっていなかった一方、機材投入計画や短期専門家による技術

移転計画は決まっており、これに合わせて活動が具体化されていった面があった。 

(3) 地方の生涯教育センターを拠点に、主として初等教育の教員に対するＩＣＴ利用

能力向上を図るプロジェクトであるにも関わらず、当初は初等教育を所管する基礎

教育局がカウンターパート機関として参画していなかった。したがって、協力終了

後に主体性を持って推進すべき機関が当初参画していなかった。また、「教育的観点

からＩＣＴを利用する」部分の考慮があまりされていなかった。 
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その他 

上記問題(3)で述べた「教育」の視点の不足を補い、今回の提言に教育的視点を盛り

込むために、東京学芸大学の篠原教授に調査団に参加いただいた。 
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